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(57)【要約】
【課題】長期間に亘って極めて安定な電気特性と高い機械的耐久性とを維持することがで
き、長期間に亘って高精細な高画質画像を得ることができる電子写真感光体等の提供。
【解決手段】支持体と、該支持体上に感光層及び表面層を有してなり、前記表面層が、有
機－無機ハイブリッド材料、及び粘土鉱物を含有する電子写真感光体である。前記有機－
無機ハイブリッド材料が、エポキシ樹脂－シリカハイブリッド材料である態様、有機－無
機ハイブリッド材料が、エポキシ樹脂－４官能シリカハイブリッド材料である態様、など
が好ましい。
【選択図】なし
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　支持体と、該支持体上に感光層及び表面層を有してなり、
　前記表面層が、有機－無機ハイブリッド材料、及び粘土鉱物を含有することを特徴とす
る電子写真感光体。
【請求項２】
　有機－無機ハイブリッド材料が、エポキシ樹脂－シリカハイブリッド材料である請求項
１に記載の電子写真感光体。
【請求項３】
　有機－無機ハイブリッド材料が、エポキシ樹脂－４官能シリカハイブリッド材料である
請求項１から２のいずれかに記載の電子写真感光体。
【請求項４】
　粘土鉱物が、有機化剤で有機化処理された有機化ベントナイトである請求項１から３の
いずれかに記載の電子写真感光体。
【請求項５】
　表面層が硬化剤を含有し、該硬化剤が酸無水物である請求項１から４のいずれかに記載
の電子写真感光体。
【請求項６】
　表面層の平均厚みが、０．５μｍ～３μｍである請求項１から５のいずれかに記載の電
子写真感光体。
【請求項７】
　請求項１から６のいずれかに記載の電子写真感光体の製造方法であって、
　粘土鉱物、有機－無機ハイブリッド材料、及び硬化剤を溶媒中に分散させてなる表面層
塗布液を感光層上に塗布し、表面層を形成する表面層形成工程を含むことを特徴とする電
子写真感光体の製造方法。
【請求項８】
　表面層塗布液における分散が、超音波ホモジナイザーを用いて行われる請求項７に記載
の電子写真感光体の製造方法。
【請求項９】
　電子写真感光体と、
　前記電子写真感光体上に静電潜像を形成する静電潜像形成手段と、
　前記静電潜像をトナーを用いて現像して可視像を形成する現像手段と、
　前記可視像を記録媒体に転写する転写手段と、
　転写後に前記電子写真感光体表面に残留したトナーを前記電子写真感光体表面から除去
するクリーニング手段と、を有する画像形成装置であって、
　前記電子写真感光体が、請求項１から６のいずれかに記載の電子写真感光体であること
を特徴とする画像形成装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、複写機、レーザープリンター、ファクシミリ等に用いられる電子写真感光体
及び電子写真感光体の製造方法、並びに前記電子写真感光体を用いた画像形成装置に関す
る。
【背景技術】
【０００２】
　近年、有機感光体（ＯＰＣ）は、良好な性能、様々な利点から、無機感光体に代わって
複写機、ファクシミリ、レーザープリンター、又はこれらの複合機に多く用いられている
。この理由としては、例えば、（ｉ）光吸収波長域の広さ及び吸収量の大きさ等の光学特
性、(ｉｉ)高感度、高安定な帯電特性等の電気的特性、（ｉｉｉ）材料の選択範囲の広さ
、（ｉｖ）製造の容易さ、（ｖ）低コスト、（ｖｉ）無毒性、などが挙げられる。
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　一方、最近では、画像形成装置の小型化から感光体の小径化が進み、機械の高速化やメ
ンテナンスフリーの動きも加わって有機感光体の高耐久化が切望されるようになってきて
いる。この観点から、前記有機感光体は、表面層が低分子電荷輸送材料と不活性高分子と
を含有しているため、一般に柔らかく、電子写真プロセスにおいて繰り返し使用された場
合、現像システムやクリーニングシステムによる機械的な負荷により摩耗が発生しやすい
という欠点がある。
【０００３】
　加えて、高画質化の要求から、トナー粒子の小粒径化に伴ってクリーニング性を向上さ
せる目的でクリーニングブレードのゴム硬度の上昇と当接圧力の上昇が余儀なくされ、こ
のことも感光体の摩耗を促進する要因となっている。このような感光体の摩耗は、感度の
劣化、帯電性の低下などの電気的特性を劣化させ、画像濃度低下、地肌汚れ等の異常画像
の原因となる。また、摩耗が局所的に発生した傷は、クリーニング不良によるスジ状汚れ
画像をもたらす。現状では感光体の寿命は前記摩耗及び傷が律速となって、交換に至って
いる。
【０００４】
　また、繰り返し使用による帯電電位の低下、残留電位の上昇、感度変化等により、画像
品質の劣化が引き起こされる。この劣化の原因については全てが解明されているわけでは
ないが、要因の一つとしてコロナ放電帯電器より放出されるオゾン、ＮＯｘ等の酸化性ガ
ス、及び大気中のオゾン、ＮＯｘ等の酸化性ガスが有機感光層に著しいダメージを与える
ことが分っている。
【０００５】
　前記有機感光層の耐摩耗性などを改良する技術としては、例えば、（１）表面層に硬化
性バインダーを用いたもの（特許文献１参照）、（２）高分子型電荷輸送材料を用いたも
の（特許文献２参照）、（３）表面層に無機フィラーを分散させたもの（特許文献３参照
）、などが挙げられる。これらの中でも、前記（１）の硬化性バインダーを用いたものは
、電荷輸送材料との相溶性が悪いためや重合開始剤、未反応残基等の不純物により残留電
位が上昇し画像濃度低下が発生し易い傾向がある。また、前記（２）の高分子型電荷輸送
材料を用いたもの、及び前記（３）の無機フィラーを分散させたものは、ある程度の耐摩
耗性向上が可能であるものの、有機感光体に求められている耐久性を十二分に満足させる
までには至っていない。更に、前記（３）の無機フィラーを分散させたものは、無機フィ
ラー表面に存在する電荷トラップにより残留電位が上昇し、画像濃度低下が発生し易い傾
向にある。これら、前記（１）、前記（２）、及び前記（３）の技術では、有機感光体に
求められる電気的な耐久性、機械的な耐久性をも含めた総合的な耐久性を十二分に満足す
るには至っていない。
【０００６】
　更に、前記（１）の電荷輸送性構造を有しない３官能以上のラジカル重合性モノマーと
電荷輸送性構造を有する１官能のラジカル重合性化合物を硬化させた架橋型電荷輸送層を
有する有機感光体が数多く提案されている（例えば、特許文献４～６参照）。これらの提
案では、電荷輸送性構造を有する１官能のラジカル重合性化合物を用いることにより、機
械的及び電気的な耐久性と同時に感光層のクラックを抑制している。しかし、前記架橋型
電荷輸送層の形成方法によっては、前記架橋型電荷輸送層の膜密度が十分高くない場合が
あり、そのような場合に緻密な架橋表面層が形成されず、酸化性ガスや湿度といった環境
変化で特性が安定しないときがあり、実使用環境において残像が異常画像として発生する
ことがあった。
【０００７】
　また、耐摩耗性の向上と残像等の異常画像の抑制を両立するために多官能の硬化型アク
リレートモノマーを架橋表面層に用い、ジスアゾ顔料とフタロシアニン顔料との混合顔料
を電荷発生材料として用いた電子写真感光体が提案されている（特許文献７参照）。この
提案では、前記架橋表面層の特性変化に対して、電子写真感光体内部の電荷トラップを低
減することで残像等の異常画像の発生を長期間に亘って抑制しているが、酸化性ガスによ
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る架橋表面層を構成する材料の劣化は避けられず、十分安定した画像形成を維持するには
至っていない。
【０００８】
　また、表面層に同一分子内に２つ以上の連鎖重合性官能基を有する正孔輸送性化合物の
硬化物を含有する電子写真感光体が提案されている（特許文献８参照）。しかし、この提
案の電子写真感光は、嵩高い正孔輸送性化合物が２つ以上の連鎖重合性官能基を有するた
め硬化物中に歪みが発生して内部応力が高くなり、表面層の荒れや経時におけるクラック
が発生しやすい場合があり、十分な耐久性を有していない。また、硬化物の歪みが大きい
ことから、膜密度が十分に向上していない場合があり、十分に高い耐摩耗性を達成するこ
とができない。更に、膜密度が低いために緻密な架橋膜が実現されておらず、酸化性ガス
や湿度といった環境変化で特性が安定しないことがあり、実使用環境において残像が異常
画像として発生することがあり、長期間に亘って安定した画像出力が実現できていなかっ
た。
【０００９】
　また、酸化性ガスの影響を低減することを目的として架橋表面層塗布液中に、少なくと
も２種の酸化防止剤を含有添加することが提案されている（特許文献９及び１０参照）。
これらの提案では、より長期間に亘る高画質画像の形成が達成されているが、架橋表面層
を光硬化する際に電荷輸送性構造を有する化合物や酸化防止剤についても高エネルギーの
光が照射されることで、それらの分解が避けられず十分に安定した電気特性、及び電子写
真感光体特性を維持することが困難であり、長期間に亘って、高画質画像出力が維持でき
ていなかった。
【００１０】
　また、酸化性ガスによる異常画像の発生を抑制することを目的とした画像形成装置が提
案されている（特許文献１１及び１２参照）。しかし、これらの提案の画像形成装置では
、電子写真感光体の温度を制御するヒーター、放電生成物除去部材を設ける必要があり、
いずれも装置の大型化、消費電力の増加、コスト高を招くという課題がある。
【００１１】
　したがって、高い機械的耐久性と、長期間亘って安定した電気特性とを両立させること
は困難であり、長期間に亘る高画質画像の出力は、未だ実現できていないのが現状である
。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１２】
　本発明は、従来における前記諸問題を解決し、以下の目的を達成することを課題とする
。即ち、本発明は、長期間に亘って極めて安定な電気特性と高い機械的耐久性を維持する
ことができ、長期間に亘って高精細な高画質画像を得ることができる電子写真感光体を提
供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１３】
　前記課題を解決するための手段としての本発明の電子写真感光体は、支持体と、該支持
体上に感光層及び表面層を有してなり、
　前記表面層が、有機－無機ハイブリッド材料、及び粘土鉱物を含有する。
【発明の効果】
【００１４】
　本発明によると、前記従来における諸問題を解決でき、前記目的を達成することができ
、長期間に亘って極めて安定な電気特性と高い機械的耐久性を維持することができ、長期
間に亘って高精細な高画質画像を得ることができる電子写真感光体を提供することができ
る。
【図面の簡単な説明】
【００１５】
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【図１】図１は、本発明の電子写真感光体の層構成の一例を示す図である。
【図２】図２は、本発明の電子写真感光体の層構成の他の一例を示す図である。
【図３】図３は、本発明の電子写真感光体の層構成の他の一例を示す図である。
【図４】図４は、本発明で用いられるプロセスカートリッジの一例を示す図である。
【図５】図５は、本発明で用いられる画像形成装置の一例を示す概略図である。
【図６】図６は、帯電ローラにギャップ形成部材を設けた状態の一例を示す概略図である
。
【図７】図７は、本発明の画像形成装置の他の一例を示す概略図である。
【図８】図８は、本発明の画像形成装置の更に他の一例を示す概略図である。
【図９】図９は、実施例の実機評価に用いた文字部とハーフトーン部が混在するＡ４サイ
ズチャートを示す図である。
【発明を実施するための形態】
【００１６】
（電子写真感光体）
　本発明の電子写真感光体は、支持体と、該支持体上に感光層及び表面層を有してなり、
更に必要に応じてその他の層を有してなる。
【００１７】
　本発明においては、前記表面層が、有機－無機ハイブリッド材料及び粘土鉱物を含有す
ることによって、長期間に亘って極めて安定な電気特性と、高い機械的耐久性とを両立で
きる電子写真感光体が得られる。即ち、前記表面層が、アスペクト比（長辺／短辺）が大
きい平板状の粘土鉱物を含有することにより、酸化性ガス、水蒸気等の電子写真感光体の
電気特性を変動させる因子の透過を抑制することができ、より高い信頼性を有する電子写
真感光体が実現できる。一方、前記表面層が、高硬度及び高弾性の有機－無機ハイブリッ
ド材料を含有することにより、電子写真感光体の機械的耐久性の向上を実現でき、これら
が相俟って、長期間に亘って優れた電気的耐久性及び機械的耐久性を維持することができ
る。
【００１８】
　前記有機－無機ハイブリッド材料におけるシラン種の官能基数は、機械的耐久性の観点
から、４官能以上が好ましく用いられる。つまり、４官能以上のシラン化合物を重合する
ことで架橋密度が非常に高い高硬度な表面層が得られ、かつ均一で平滑性も高く、高い耐
摩耗性、耐傷性が達成できる。このように架橋密度を増加させることが重要であるが、重
合反応において瞬時に多数の結合が形成すると体積収縮による内部応力が生じる。前記内
部応力は、表面層の厚みが厚くなるほど増加するため、表面層全体を硬化させると、クラ
ック及び膜剥がれが発生しやすくなる。また、この現象は初期には現れなくても、電子写
真プロセスにおいて繰り返し使用され、帯電工程、現像工程、転写工程、及びクリーニン
グ工程でのハザードや熱変動の影響を受けることによって、経時で発生しやすくなるとい
う問題がある。
【００１９】
　前記問題を解決する方法としては、例えば、（１）架橋層及び架橋構造に高分子成分を
導入する、（２）１官能及び２官能のラジカル重合性モノマーを多量に用いる、（３）柔
軟性基を有する多官能モノマーを用いる、などの表面層を柔らかくする方法が挙げられる
。しかし、これらの方法では、いずれも表面層の架橋密度が希薄となり、飛躍的な耐摩耗
性の向上が達成できない。
　本発明の電子写真感光体においては、有機－無機ハイブリッド材料及び粘土鉱物を含有
する表面層を平均厚みが０．５μｍ～５μｍとなるように形成することで、クラック及び
膜剥がれの発生がなく、非常に高い耐摩耗性を達成できる。更に、前記表面層の平均厚み
を０．５μｍ～３μｍと薄くすることによって、前記課題に対する余裕度が向上し、電子
写真感光体に求められる電気特性の改良にも繋がる。
　このように本発明の電子写真感光体において、クラック及び膜剥がれの発生を抑制でき
る理由としては、前記表面層を薄膜化できるため内部応力が大きくならないこと、前記表
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などが挙げられる。
　したがって、本発明の電子写真感光体は、前記表面層が、有機－無機ハイブリッド材料
及び粘土鉱物を含有することによって、表面層に非重合性の高分子材料を含有させる必要
がなく、その時に生じる非重合性の高分子材料と重合性化合物との反応より生じた不相溶
が原因となる傷やトナーフィルミングも起こりにくくなり、長期間に亘って極めて安定な
電気特性と高い機械的耐久性を維持することができ、長期間に亘って高精細な高画質画像
を得ることができる。
【００２０】
＜表面層＞
　前記表面層は、有機－無機ハイブリッド材料、及び粘土鉱物を含有してなり、硬化剤、
更に必要に応じてその他の成分を含有してなる。
【００２１】
＜＜有機－無機ハイブリッド材料＞＞
　前記有機－無機ハイブリッド材料は、無機成分を均一に分散した有機ポリマーをマトリ
ックスとしたハイブリッド材料である。前記有機－無機ハイブリッド材料を添加すること
により、前記有機ポリマーのもつ特性である軽量性及び耐久性を保持しつつ、力学物性及
び耐熱性を向上させることが可能となる。
　前記有機ポリマーとしては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができ、
例えば、ポリアミド樹脂、ポリスチレン樹脂、アクリル樹脂、エポキシ樹脂、ポリイミド
樹脂、ポリカーボネート樹脂、ポリウレタン樹脂、などが挙げられる。
　前記無機成分としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができ、例え
ば、金属酸化物、金属微粒子、などが挙げられる。これらの中でも、金属酸化物が特に好
ましい。
　前記金属酸化物としては、例えば、シリカ、アルミナ、チタニア、ジルコニア、などが
挙げられる。
　前記金属微粒子としては、例えば、鉄、コバルト、ニッケル、ルテニウム、ロジウム、
パラジウム、オスミウム、イリジウム、白金、銅、銀、金、などが挙げられる。
【００２２】
　前記有機－無機ハイブリッド材料としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択す
ることができるが、ゾル－ゲル法によって得られる有機ポリマー中に無機成分としてのシ
リカを分散させて複合化した有機－無機ハイブリッド材料が好ましく、シリカを有機ポリ
マーの特定位置に作用させる位置選択的分子ハイブリッド材料が安定的な有機－無機ハイ
ブリッド材料を実現できることから、より好ましい。
　前記シリカを有機ポリマーの特定位置に作用させる位置選択的分子ハイブリッド材料と
しては、比較的低温でゾル－ゲル化が可能であり、力学物性と電子写真感光体特性の両立
が可能な点から、下記一般式（Ａ）で表されるエポキシ樹脂－シリカハイブリッド材料が
好ましい。
【００２３】
〔一般式（Ａ）〕
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【化１】

　ただし、前記一般式（Ａ）中、Ｒ１０１及びＲ１０２は、同一であっても異なっていて
もよく、水素原子及びアルキル基のいずれかを表し、Ｒ１０３及びＲ１０４は、水素原子
、アルキル基、及びアルコキシ基のいずれかを表し、Ｒ１０５は、水素原子及びアルキル
基のいずれかを表す。ｍ、ｎは繰り返し数を表し、１以上の整数である。
【００２４】
　前記一般式（Ａ）において、Ｒ１０１～Ｒ１０５のアルキル基としては、炭素数１～１
０のものが好ましく、例えば、メチル基、エチル基、プロピル基、などが挙げられる。
　前記一般式（Ａ）において、Ｒ１０３及びＲ１０４のアルコキシ基としては、炭素数１
～１０のものが好ましく、例えば、メトキシ基、エトキシ基、プロポキシ基、などが挙げ
られる。
　これらの中でも、前記一般式（Ａ）において、Ｒ１０１、Ｒ１０２、及びＲ１０５がメ
チル基、Ｒ１０３及びＲ１０４がメトキシ基であるエポキシ樹脂－４官能シリカハイブリ
ッド、前記一般式（Ａ）において、Ｒ１０１、Ｒ１０２、及びＲ１０５がメチル基、Ｒ１

０３がメチル基、Ｒ１０４がメトキシ基であるエポキシ樹脂－３官能シリカハイブリッド
が好ましく、力学物性の観点から、前記エポキシ樹脂－４官能シリカハイブリッドが特に
好ましい。
【００２５】
　前記有機－無機ハイブリッド材料としてのエポキシ樹脂－シリカハイブリッド材料とし
ては、適宜合成したものを使用してもよいし、市販品を使用してもよい。前記市販品とし
ては、例えば、コンポセランＥ１０２（エポキシ樹脂－４官能シリカハイブリッド）、コ
ンポセランＥ１０２Ｂ（エポキシ樹脂－４官能シリカハイブリッド）、コンポセランＥ１
０３Ａ（エポキシ樹脂－３官能シリカハイブリッド）、コンポセランＥ１０３Ｄ（エポキ
シ樹脂－３官能シリカハイブリッド）、コンポセランＥ２０１（エポキシ樹脂－３官能シ
リカハイブリッド）、コンポセランＥ２０２Ｃ（エポキシ樹脂－４官能シリカハイブリッ
ド）（いずれも、荒川化学工業株式会社製）、などが挙げられる。
【００２６】
　前記有機－無機ハイブリッド材料の前記表面層における含有量は、特に制限はなく、目
的に応じて適宜選択することができるが、１０質量％～９０質量％が好ましく、３０質量
％～７０質量％がより好ましい。前記含有量が、１０質量％未満であると、十分な機械的
耐久性を実現できず、長期間に亘り安定した画像形成が実現できなくなることがあり、９
０質量％を超えると、硬化剤不足などに起因した硬化不良により、やはり長期間に亘って
安定した画像形成が実現できなくなることがある。
【００２７】
＜＜硬化剤＞＞
　前記有機－無機ハイブリッド材料は、マイルドな条件での硬化を実現するため、硬化剤
を用いて硬化させることが好ましい。
　前記硬化剤としては、前記エポキシ樹脂－シリカハイブリッド材料を用いる場合には、
エポキシ樹脂用の硬化剤として一般的に知られているアミン類、ポリアミド樹脂、イミダ
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ゾール類、ポリメルカプタン硬化剤、酸無水物類、潜在性硬化剤、光・紫外線硬化剤、な
どが挙げられる。これらの中でも、エポキシ樹脂中の架橋構造単位に組み込まれることで
、安定した電子写真感光体特性を実現できる点から、酸無水物が好ましい。
　前記酸無水物としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができ、例え
ば、例えば、無水フタル酸、無水マレイン酸、無水トリメリット酸、無水ピロメリット酸
、ヘキサヒドロ無水フタル酸、４－メチルヘキサヒドロ無水フタル酸、テトラヒドロ無水
フタル酸、無水メチルナジック酸、無水ナジック酸、無水グルタル酸、メチルヘキサヒド
ロ無水フタル酸、メチルテトラヒドロ無水フタル酸、などが挙げられる。これらは、１種
単独で使用してもよいし、２種以上を併用してもよい。
　前記硬化剤の前記表面層における含有量は、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択す
ることができるが、前記エポキシ樹脂のエポキシ当量に見合った水素活性当量となるよう
に配合することで安定した有機－無機ハイブリッド化を実現できる。
【００２８】
＜＜粘土鉱物＞＞
　前記粘土鉱物は、アスペクト比が大きい板状粒子であり、前記粘土鉱物を有機ポリマー
マトリックス中に分散させた場合には、ガスの拡散経路が長くなり、拡散に有効な断面積
が小さくなるためにガス透過性を低減できる。即ち、前記粘土鉱物を電子写真感光体の表
面層に含有させることで、画像形成工程で発生する酸化性ガスの透過性を低減でき、電子
写真感光体の構成材料が劣化するのを抑制することができる。つまり、酸化性ガスの影響
を低減でき、長期間に亘って安定した画像形成を実現することが可能となる。
【００２９】
　前記粘土鉱物としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができ、例え
ば、モンモリロナイト、ヘクトライト、バーミキュライト、アタパルジャイト、セピオラ
クト、又はこれらの混合物を主成分とするスメクタイト型粘土鉱物等の膨潤性粘土鉱物が
良好に用いられる。これらの中でも、電子写真感光体特性の観点から、モンモリロナイト
を主成分とする粘土鉱物であるベントナイトが好ましい。
【００３０】
　前記粘土鉱物の効果を十分に発揮させるためには、後述する電子写真感光体の製造方法
で説明するように、粘土鉱物の分散状態が重要である。
　また、前記粘土鉱物の分散状態を実現するためには、前記粘土鉱物を有機化することが
有効である。
　前記有機化方法としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができ、前
記粘土鉱物を脂肪族系の有機カチオンで処理する方法、などが挙げられる。
　前記脂肪族系の有機カチオンは、粘土鉱物に有機基を付与する有機化剤として働き、例
えば、第４級アンモニウム塩、ホスホニウム塩、スルホニウム塩、などが挙げられる。こ
れらは、１種単独で使用してもよいし、２種以上を併用してもよい。これらの中でも、第
４級アンモニウム塩が好ましい。
　前記第４級アンモニウム塩とは、窒素原子に４つの脂肪族基が結合したカチオンであり
、具体的には、トリメチルオクチルアンモニウム、トリメチルドデシルアンモニウム、ト
リメチルオクタデシルアンモニウム、トリメチルステアリルアンモニウム（ＴＭＳ）等の
アルキルトリメチルアンモニウムイオン；ジメチルジオクチルアンモニウム、ジメチルジ
ドデシルアンモニウム、ジメチルジオクタデシルアンモニウム（ＤＭＤＯ）等のジメチル
ジアルキルアンモニウムイオン；トリオクチルメチルアンモニウム、トリドデシルメチル
アンモニウム等のトリアルキルメチルアンモニウムイオン；オレイルビス（２－ヒドロキ
シエチル）メチルアンモニウム（ＯＨＥＭ）、などが挙げられる。これらは、１種単独で
使用してもよいし、２種以上を併用してもよい。
【００３１】
　前記有機化された粘土鉱物としては、特に制限はなく、適宜合成したものを使用しても
よいし、市販品を使用してもよい。前記市販品としては、例えば、ガラマイト（商品名、
サザンクレイプロダクツ社製）、ビスコゲル（商品名、ベンテック社製）、Ｏｒｂｅｎ（
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商品名、白石工業株式会社製）、エスベンＥ、オルガナイトＴ、エスベンＷ、エスベンＮ
４００、エスベンＮＸ、エスベンＮＸ８０、エスベンＮＯ１２Ｓ、エスベンＮＯ１２、エ
スベンＮＥ（商品名、株式会社ホージュン製）、などが挙げられる。これらは、１種単独
で使用してもよいし、２種以上を併用してもよい。これらの中でも、オレイルビス（２－
ヒドロキシエチル）メチルアンモニウムを用いてベントナイトを有機化処理したエスベン
ＮＯ１２Ｓが特に好ましい。
【００３２】
　前記粘土鉱物の前記表面層における含有量は、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択
することができるが、０．１質量％～１０質量％が好ましく、１．０質量％～５．０質量
％がより好ましい。前記含有量が、０．１質量％未満であると、十分な気体透過性が発揮
されず、酸化性ガスや湿度の影響で異常画像が発生することがあり、１０質量％を超える
と、電子写真感光体の電気特性に副作用が大きくなり、露光部電位の上昇による画像濃度
の低下等が発生する可能性がある。
【００３３】
＜＜その他の成分＞＞
　前記その他の成分としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができ、
例えば、増感剤、分散剤、硬化促進剤、界面活性剤、酸化防止剤、などが挙げられる。
【００３４】
　前記表面層は、後述する本発明の電子写真感光体の製造方法により製造することができ
る。前記表面層の平均厚みは、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができる
が、０．５μｍ～５μｍが好ましく、０．５μｍ～３μｍがより好ましい。
【００３５】
＜支持体＞
　前記支持体としては、体積抵抗値が１０１０Ω・ｃｍ以下の導電性を示すもの、例えば
、アルミニウム、ニッケル、クロム、ニクロム、銅、金、銀、白金等の金属、酸化スズ、
酸化インジウム等の金属酸化物を、蒸着又はスパッタリングにより、フィルム状もしくは
円筒状のプラスチック、紙に被覆したもの、あるいはアルミニウム、アルミニウム合金、
ニッケル、ステンレス等の板及びそれらを、押し出し、引き抜きなどの工法で素管化後、
切削、超仕上げ、研摩などの表面処理した管などを使用することができる。また、エンド
レスニッケルベルト、エンドレスステンレスベルトも支持体として用いることができる。
【００３６】
　その他、支持体上に導電性粉体を適当なバインダー樹脂に分散して塗布したものについ
ても、前記支持体として用いることができる。
　前記導電性粉体としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができ、例
えば、カーボンブラック、アセチレンブラック；アルミニウム、ニッケル、鉄、ニクロム
、銅、亜鉛、銀等の金属粉；導電性酸化スズ、ＩＴＯ等の金属酸化物粉体、などが挙げら
れる。
　前記バインダー樹脂としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができ
、例えば、ポリスチレン、スチレン－アクリロニトリル共重合体、スチレン－ブタジエン
共重合体、スチレン－無水マレイン酸共重合体、ポリエステル、ポリ塩化ビニル、塩化ビ
ニル－酢酸ビニル共重合体、ポリ酢酸ビニル、ポリ塩化ビニリデン、ポリアリレート樹脂
、フェノキシ樹脂、ポリカーボネート、酢酸セルロース、エチルセルロース、ポリビニル
ブチラール、ポリビニルホルマール、ポリビニルトルエン、ポリ－Ｎ－ビニルカルバゾー
ル、アクリル樹脂、シリコーン樹脂、エポキシ樹脂、メラミン樹脂、ウレタン樹脂、フェ
ノール樹脂、アルキッド樹脂、などが挙げられる。これらは、１種単独で使用してもよい
し、２種以上を併用してもよい。
　前記導電性層は、前記導電性粉体と前記バインダー樹脂を溶剤に分散させた塗布液を塗
布することにより形成することができる。前記溶剤としては、例えば、テトラヒドロフラ
ン、ジクロロメタン、メチルエチルケトン、トルエン、などが挙げられる。
　更に、円筒基体上に、ポリ塩化ビニル、ポリプロピレン、ポリエステル、ポリスチレン
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、ポリ塩化ビニリデン、ポリエチレン、塩化ゴム、ポリテトラフロロエチレン系フッ素樹
脂などの素材に前記導電性粉体を含有させた熱収縮チューブによって導電性層を設けてな
るものも、前記支持体として良好に用いることができる。
【００３７】
　これらの中でも、陽極酸化皮膜処理を簡便に行うことのできるアルミニウムからなる円
筒状支持体が最も良好に使用できる。ここで、前記アルミニウムとは、純アルミニウム系
及びアルミニウム合金のいずれも含むものである。具体的には、ＪＩＳ　１０００番台、
ＪＩＳ　３０００番台、ＪＩＳ　６０００番台のアルミニウム、又はアルミニウム合金が
挙げられる。
　前記陽極酸化皮膜は、各種金属、各種合金を電解質溶液中において陽極酸化処理したも
のである。これらの中でも、アルミニウム又はアルミニウム合金を電解質溶液中で陽極酸
化処理を行ったアルマイトと呼ばれる被膜が前記感光体には適している。特に、反転現像
（ネガ及びポジ現像）に用いた際に発生する点欠陥（黒ポチ、地汚れ）を防止する点で優
れている。
　前記陽極酸化処理は、例えば、クロム酸、硫酸、蓚酸、リン酸、硼酸、スルファミン酸
等の酸性浴中において行われる。これらの中でも、硫酸浴による処理が最も適している。
前記硫酸浴の一例としては、例えば、硫酸濃度が１０質量％～２０質量％、浴温が５℃～
２５℃、電流密度が１Ａ／ｄｍ２～４Ａ／ｄｍ２、電解電圧が５Ｖ～３０Ｖ、処理時間が
５分間～６０分間程度の範囲で処理するもの、などが挙げられる。
【００３８】
　このようにして作製される陽極酸化皮膜は、多孔質であり、絶縁性が高いため、表面が
非常に不安定な状況である。このため、作製後の経時変化が存在し、陽極酸化皮膜の物性
値が変化しやすい。これを回避するため、陽極酸化皮膜を更に封孔処理することが好まし
い。
　前記封孔処理としては、例えば、フッ化ニッケル、酢酸ニッケルを含有する水溶液に陽
極酸化皮膜を浸漬する方法、陽極酸化皮膜を沸騰水に浸漬する方法、加圧水蒸気により処
理する方法、などが挙げられる。これらの中でも、酢酸ニッケルを含有する水溶液に浸漬
する方法が特に好ましい。前記封孔処理に引き続き、陽極酸化皮膜の洗浄処理が行われる
。前記洗浄処理は、前記封孔処理により付着した金属塩等の過剰なものを除去することが
主な目的である。前記金属塩等が支持体（陽極酸化皮膜）表面に過剰に残存すると、この
上に形成する塗膜の品質に悪影響を与えるだけでなく、一般的に低抵抗成分が残ってしま
うため、逆に地汚れの発生原因にもなってしまう。
　前記洗浄は、純水１回の洗浄でも構わないが、通常は多段階の洗浄を行う。この際、最
終の洗浄液が可能な限りきれいなもの（脱イオンされたもの）であることが好ましい。ま
た、多段階の洗浄工程のうち一工程に接触部材による物理的な擦り洗浄を施すことが好ま
しい。
【００３９】
　前記陽極酸化皮膜の膜厚は、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができる
が、５μｍ～１５μｍが好ましい。前記膜厚が、５μｍ未満であると、陽極酸化皮膜とし
てのバリア性の効果が充分でないことがあり、１５μｍを超えると、電極としての時定数
が大きくなりすぎて、残留電位の発生や感光体のレスポンスが低下することがある。
【００４０】
＜感光層＞
　前記感光層としては、単層構造、並びに電荷発生層及び電荷輸送層からなる積層構造の
いずれでもよいが、電荷発生層及び電荷輸送層からなる積層構造の感光層が特に好ましい
。
【００４１】
＜＜電荷発生層＞＞
　前記電荷発生層は、電荷発生材料を少なくとも含有し、バインダー樹脂を含有すること
が好ましく、更に必要に応じてその他の成分を含有してなる。
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【００４２】
－電荷発生材料－
　前記電荷発生材料としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができる
が、ＣｕＫαの特性Ｘ線（波長１．５４２Å）に対するブラッグ角２θの回折ピーク（±
０．２゜）として、少なくとも２７．２゜に最大回折ピークを有するチタニルフタロシア
ニンは好適に用いることができる。特に、特開２００１－１９８７１号公報に記載の結晶
型、ＣｕＫαの特性Ｘ線（波長１．５４２Å）に対するブラッグ角２θの回折ピーク（±
０．２゜）として、少なくとも２７．２゜に最大回折ピークを有し、更に９．４゜、９．
６゜、２４．０゜に主要なピークを有し、最も低角側の回折ピークとして７．３゜にピー
クを有し、７．３°のピークと９．４゜のピークとの間にピークを有さないチタニルフタ
ロシアニン結晶が良好に用いられ、更に２６．３°にピークを有さない結晶は有効に使用
できる。また、前記結晶型を有し、結晶合成時又は分散濾過処理により、平均粒子サイズ
を０．２５μｍ以下にし、粗大粒子の存在しないチタニルフタロシアン結晶（特開２００
４－８３８５９号公報、特開２００４－７８１４１号公報）は有用である。
【００４３】
　前記電荷発生層は、前記電荷発生材料を必要に応じてバインダー樹脂とともに溶媒中に
ボールミル、アトライター、サンドミル、超音波などを用いて分散し、これを支持体又は
中間層等のその他の層上に塗布し、乾燥することにより形成される。
【００４４】
－バインダー樹脂－
　前記バインダー樹脂としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができ
、例えば、ポリアミド、ポリウレタン、エポキシ樹脂、ポリケトン、ポリカーボネート、
シリコーン樹脂、アクリル樹脂、ポリビニルブチラール、ポリビニルホルマール、ポリビ
ニルケトン、ポリスチレン、ポリスルホン、ポリ－Ｎ－ビニルカルバゾール、ポリアクリ
ルアミド、ポリビニルベンザール、ポリエステル、フェノキシ樹脂、塩化ビニル－酢酸ビ
ニル共重合体、ポリ酢酸ビニル、ポリフェニレンオキシド、ポリアミド、ポリビニルピリ
ジン、セルロース系樹脂、カゼイン、ポリビニルアルコール、ポリビニルピロリドン、な
どが挙げられる。これらは、１種単独で使用してもよいし、２種以上を併用してもよい。
　前記バインダー樹脂の含有量は、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することがで
きるが、前記電荷発生材料１００質量部に対して、０質量部～５００質量部が好ましく、
１０質量部～３００質量部がより好ましい。
【００４５】
　前記溶媒としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができ、例えば、
イソプロパノール、アセトン、メチルエチルケトン、シクロヘキサノン、テトラヒドロフ
ラン、ジオキサン、エチルセルソルブ、酢酸エチル、酢酸メチル、ジクロロメタン、ジク
ロロエタン、モノクロロベンゼン、シクロヘキサン、トルエン、キシレン、リグロイン、
などが挙げられる。これらは、１種単独で使用してもよいし、２種以上を併用してもよい
。
【００４６】
　前記電荷発生層塗布液を用いて電荷発生層を形成する方法としては、特に制限はなく、
目的に応じて適宜選択することができ、例えば、浸漬塗布法、スプレーコート法、ビード
コート法、ノズルコート法、スピナーコート法、リングコート法、などが挙げられる。塗
布後には、オーブン等で加熱乾燥する。前記乾燥温度としては、特に制限はなく、目的に
応じて適宜選択することができるが、５０℃～６０℃が好ましい。
　前記電荷発生層の平均厚みは、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができ
るが、０．０１μｍ～５μｍが好ましく、０．１μｍ～２μｍがより好ましい。
【００４７】
＜＜電荷輸送層＞＞
　前記電荷輸送層は、電荷輸送材料及びバインダー樹脂を含有し、更に必要に応じてその
他の成分を含有してなる。
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－電荷輸送材料－
　前記電荷輸送材料としては、正孔輸送材料と電子輸送材料とがある。
　前記正孔輸送材料としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができ、
例えば、ポリ－Ｎ－ビニルカルバゾール又はその誘導体、ポリ－γ－カルバゾリルエチル
グルタメート又はその誘導体、ピレン－ホルムアルデヒド縮合物又はその誘導体、ポリビ
ニルピレン、ポリビニルフェナントレン、ポリシラン、オキサゾール誘導体、オキサジア
ゾール誘導体、イミダゾール誘導体、モノアリールアミン誘導体、ジアリールアミン誘導
体、トリアリールアミン誘導体、スチルベン誘導体、α－フェニルスチルベン誘導体、ベ
ンジジン誘導体、ジアリールメタン誘導体、トリアリールメタン誘導体、９－スチリルア
ントラセン誘導体、ピラゾリン誘導体、ジビニルベンゼン誘導体、ヒドラゾン誘導体、イ
ンデン誘導体、ブタジエン誘導体、ピレン誘導体、ビススチルベン誘導体、エナミン誘導
体、などが挙げられる。これらは、１種単独で使用してもよいし、２種以上を併用しても
よい。
【００４９】
　前記電子輸送材料としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができ、
例えば、クロルアニル、ブロムアニル、テトラシアノエチレン、テトラシアノキノジメタ
ン、２，４，７－トリニトロ－９－フルオレノン、２，４，５，７－テトラニトロ－９－
フルオレノン、２，４，５，７－テトラニトロキサントン、２，４，８－トリニトロチオ
キサントン、２，６，８－トリニトロ－４Ｈ－インデノ〔１，２－ｂ〕チオフェン－４－
オン、１，３，７－トリニトロジベンゾチオフェン－５，５－ジオキサイド、ベンゾキノ
ン誘導体、などが挙げられる。これらは、１種単独で使用してもよいし、２種以上を併用
してもよい。
　前記電荷輸送材料の含有量は、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができ
るが、バインダー樹脂１００質量部に対して、２０質量部～３００質量部が好ましく、４
０質量部～１５０質量部がより好ましい。
【００５０】
－バインダー樹脂－
　前記バインダー樹脂としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができ
、例えば、ポリスチレン、スチレン－アクリロニトリル共重合体、スチレン－ブタジエン
共重合体、スチレン－無水マレイン酸共重合体、ポリエステル、ポリ塩化ビニル、塩化ビ
ニル－酢酸ビニル共重合体、ポリ酢酸ビニル、ポリ塩化ビニリデン、ポリアリレート、フ
ェノキシ樹脂、ポリカーボネート、酢酸セルロース、エチルセルロース、ポリビニルブチ
ラール、ポリビニルホルマール、ポリビニルトルエン、ポリ（Ｎ－ビニルカルバゾール）
、アクリル樹脂、シリコーン樹脂、エポキシ樹脂、メラミン樹脂、ウレタン樹脂、フェノ
ール樹脂、アルキッド樹脂、などが挙げられる。これらは、１種単独で使用してもよいし
、２種以上を併用してもよい。
【００５１】
－高分子電荷輸送材料－
　前記電荷輸送層には、前記電荷輸送材料としての機能と前記バインダー樹脂の機能を持
った高分子電荷輸送材料も好適に使用できる。前記高分子電荷輸送材料から構成される電
荷輸送層は耐摩耗性に優れている。
　前記高分子電荷輸送材料としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することが
でき、トリアリールアミン構造を主鎖及び側鎖の少なくともいずれかに含むポリカーボネ
ート樹脂が用いられる。これらの中でも、下記一般式（Ｉ）から下記一般式（Ｘ）のいず
れかで表される高分子電荷輸送材料が好適に用いられる。
【００５２】
＜一般式（Ｉ）＞
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【化２】

　ただし、前記一般式（Ｉ）中、Ｒ１、Ｒ２、Ｒ３は、それぞれ独立して置換もしくは無
置換のアルキル基又はハロゲン原子を表す。Ｒ４は、水素原子又は置換もしくは無置換の
アルキル基を表す。Ｒ５、Ｒ６は、置換もしくは無置換のアリール基を表す。ｏ、ｐ、ｑ
は、それぞれ独立して０～４の整数を表し、ｋ、ｊは組成を表し、０．１≦ｋ≦１、０≦
ｊ≦０．９である。ｎは、繰り返し単位数を表し５～５，０００の整数である。Ｘは、脂
肪族の２価基、環状脂肪族の２価基、又は下記一般式で表される２価基を表す。なお、前
記一般式（Ｉ）は２つの共重合種が交互共重合体の形で記載されているが、ランダム共重
合体であっても構わない。
【化３】

　前記一般式中、Ｒ１０１、Ｒ１０２は、各々独立して置換もしくは無置換のアルキル基
、アリール基又はハロゲン原子を表す。ｌ、ｍは、０～４の整数を表す。Ｙは、単結合、
炭素原子数１～１２の直鎖状、分岐状もしくは環状のアルキレン基、－Ｏ－、－Ｓ－、－
ＳＯ－、－ＳＯ２－、－ＣＯ－、－ＣＯ－Ｏ－Ｚ－Ｏ－ＣＯ－（式中Ｚは脂肪族の２価基
を表す。）、又は、下記一般式で表される基を表す。ここで、Ｒ１０１とＲ１０２は、そ
れぞれ同一でも異なってもよい。

【化４】

　ただし、前記一般式中、ａは１～２０の整数、ｂは１～２，０００の整数、Ｒ１０３、
Ｒ１０４は置換又は無置換のアルキル基又はアリール基を表す。Ｒ１０３とＲ１０４は、
それぞれ同一でも異なってもよい。
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＜一般式（ＩＩ）＞
【化５】

　ただし、前記一般式（ＩＩ）中、Ｒ７、Ｒ８は、置換もしくは無置換のアリール基を表
す。Ａｒ１、Ａｒ２、Ａｒ３は、同一又は異なるアリレン基を表す。Ｘ、ｋ、ｊ及びｎは
、前記一般式（Ｉ）の場合と同じである。なお、前記一般式（ＩＩ）は、２つの共重合種
が交互共重合体の形で記載されているが、ランダム共重合体であっても構わない。
【００５４】
＜一般式（ＩＩＩ）＞

【化６】

　ただし、前記一般式（ＩＩＩ）中、Ｒ９、Ｒ１０は、置換もしくは無置換のアリール基
を表す。Ａｒ４，Ａｒ５，Ａｒ６は、同一又は異なるアリレン基を表す。Ｘ，ｋ，ｊ及び
ｎは、前記一般式（Ｉ）の場合と同じである。なお、前記一般式（ＩＩＩ）は、２つの共
重合種が交互共重合体の形で記載されているが、ランダム共重合体であっても構わない。
【００５５】
＜一般式（ＩＶ）＞
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　ただし、前記一般式（ＩＶ）中、Ｒ１１,Ｒ１２は、置換もしくは無置換のアリール基
を表す。Ａｒ７,Ａｒ８,Ａｒ９は、同一又は異なるアリレン基を表す。ｐは１～５の整数
を表す。Ｘ，ｋ，ｊ及びｎは、前記一般式（Ｉ）の場合と同じである。なお、前記一般式
（ＩＶ）は、２つの共重合種が交互共重合体の形で記載されているが、ランダム共重合体
であっても構わない。
【００５６】
＜一般式（Ｖ）＞
【化８】

　ただし、前記一般式（Ｖ）中、Ｒ１３，Ｒ１４は置換もしくは無置換のアリール基を表
す。Ａｒ１０，Ａｒ１１，Ａｒ１２は、同一又は異なるアリレン基を表す。Ｘ１，Ｘ２は
置換もしくは無置換のエチレン基、又は置換もしくは無置換のビニレン基を表す。Ｘ，ｋ
，ｊ及びｎは、前記一般式（Ｉ）の場合と同じである。なお、前記一般式（Ｖ）は、２つ
の共重合種が交互共重合体の形で記載されているが、ランダム共重合体であっても構わな
い。
【００５７】
＜一般式（ＶＩ）＞



(16) JP 2014-142571 A 2014.8.7

10

20

30

40

50

【化９】

　ただし、前記一般式（ＶＩ）中、Ｒ１５，Ｒ１６，Ｒ１７，Ｒ１８は、置換もしくは無
置換のアリール基を表す。Ａｒ１３，Ａｒ１４，Ａｒ１５，Ａｒ１６は同一又は異なるア
リレン基を表す。Ｙ１，Ｙ２，Ｙ３は単結合、置換もしくは無置換のアルキレン基、置換
もしくは無置換のシクロアルキレン基、置換もしくは無置換のアルキレンエーテル基、酸
素原子、硫黄原子、ビニレン基を表し、同一であっても異なってもよい。Ｘ，ｋ，ｊ及び
ｎは、前記一般式（Ｉ）の場合と同じである。なお、前記一般式（ＶＩ）は２つの共重合
種が交互共重合体の形で記載されているが、ランダム共重合体であっても構わない。
【００５８】
＜一般式（ＶＩＩ）＞

【化１０】

　ただし、前記一般式（ＶＩＩ）中、Ｒ１９，Ｒ２０は、水素原子、置換もしくは無置換
のアリール基を表し、Ｒ１９とＲ２０は環を形成していてもよい。Ａｒ１７，Ａｒ１８，
Ａｒ１９は、同一又は異なるアリレン基を表す。Ｘ，ｋ，ｊ及びｎは、前記一般式（Ｉ）
の場合と同じである。なお、前記一般式（ＶＩＩ）は、２つの共重合種が交互共重合体の
形で記載されているが、ランダム共重合体であっても構わない。
【００５９】
＜一般式（ＶＩＩＩ）＞
【化１１】
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　ただし、前記一般式（ＶＩＩＩ）中、Ｒ２１は置換もしくは無置換のアリール基を表す
。Ａｒ２０，Ａｒ２１，Ａｒ２２，Ａｒ２３は、同一又は異なるアリレン基を表す。Ｘ，
ｋ，ｊ及びｎは、前記一般式（Ｉ）の場合と同じである。なお、前記一般式（ＶＩＩＩ）
は、２つの共重合種が交互共重合体の形で記載されているが、ランダム共重合体であって
も構わない。
【００６０】
＜一般式（ＩＸ）＞
【化１２】

　ただし、前記一般式（ＩＸ）中、Ｒ２２，Ｒ２３，Ｒ２４，Ｒ２５は、置換もしくは無
置換のアリール基を表す。Ａｒ２４，Ａｒ２５，Ａｒ２６，Ａｒ２７，Ａｒ２８は、同一
又は異なるアリレン基を表す。Ｘ，ｋ，ｊ及びｎは、前記一般式（Ｉ）の場合と同じであ
る。なお、前記一般式（ＩＸ）は、２つの共重合種が交互共重合体の形で記載されている
が、ランダム共重合体であっても構わない。
【００６１】
＜一般式（Ｘ）＞
【化１３】

　ただし、前記一般式（Ｘ）中、Ｒ２６，Ｒ２７は、置換もしくは無置換のアリール基を
表す。Ａｒ２９，Ａｒ３０，Ａｒ３１は、同一又は異なるアリレン基を表す。Ｘ，ｋ，ｊ
及びｎは、前記一般式（Ｉ）の場合と同じである。なお、前記一般式（Ｘ）は、２つの共
重合種が交互共重合体の形で記載されているが、ランダム共重合体であっても構わない。
【００６２】
　前記高分子電荷輸送材料としては、上述の高分子電荷輸送材料の他に、前記電荷輸送層
の成膜時には電子供与性基を有するモノマー又はオリゴマーの状態で、成膜後に硬化反応
あるいは架橋反応をさせることで、最終的に二次元あるいは三次元の架橋構造を有する重
合体も含むものである。
　更に、前記電荷輸送層の構成として、架橋構造からなる電荷輸送層も有効に使用される
。架橋構造の形成に関しては、一分子内に複数個の架橋性官能基を有する反応性モノマー
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を使用し、光や熱エネルギーを用いて架橋反応を起こさせ、三次元の網目構造を形成する
ものである。前記三次元の網目構造がバインダー樹脂として機能し、高い耐摩耗性を発現
するものである。
　また、前記反応性モノマーとして、全部もしくは一部に電荷輸送能を有するモノマーを
使用することは非常に有効な手段である。このようなモノマーを使用することにより、網
目構造中に電荷輸送部位が形成され、前記電荷輸送層としての機能を十分に発現すること
が可能となる。電荷輸送能を有するモノマーとしては、トリアリールアミン構造を有する
反応性モノマーが有効に使用される。
　このような網目構造を有する電荷輸送層は、耐摩耗性が高い反面、架橋反応時に体積収
縮が大きく、あまり厚膜化するとクラックなどを生じる場合がある。この場合には、前記
電荷輸送層を積層構造として、下層（電荷発生層側）には低分子分散ポリマーの電荷輸送
層を使用し、上層（表面側）に架橋構造を有する電荷輸送層を形成してもよい。
　これら電子供与性基を有する重合体から構成される電荷輸送層、あるいは架橋構造を有
する重合体は耐摩耗性に優れたものである。通常、電子写真プロセスにおいては、帯電電
位（未露光部電位）は一定であるため、繰り返し使用により感光体の表面層が摩耗すると
、その分だけ感光体にかかる電界強度が高くなってしまう。この電界強度の上昇に伴い、
地汚れの発生頻度が高くなるため、電子写真感光体の耐摩耗性が高いことは、地汚れに対
して有利である。これら電子供与性基を有する重合体から構成される電荷輸送層は、自身
が高分子化合物であるため成膜性に優れ、低分子分散型高分子からなる電荷輸送層に比べ
、電荷輸送部位を高密度に構成することが可能で電荷輸送能に優れたものである。このた
め、高分子電荷輸送材料を用いた電荷輸送層を有する感光体には高速応答性が期待できる
。
【００６３】
　その他の電子供与性基を有する重合体としては、例えば、公知単量体の共重合体、ブロ
ック重合体、グラフト重合体、スターポリマー、などが挙げられる。また、特開平３－１
０９４０６号公報、特開２０００－２０６７２３号公報、特開２００１－３４００１号公
報等に開示されているような電子供与性基を有する架橋重合体、などが挙げられる。
【００６４】
　前記電荷輸送層は、前記電荷輸送材料、前記バインダー樹脂、必要に応じてその他の成
分を溶媒に溶解乃至分散した電荷輸送層塗布液を、電荷発生層、支持体、又は中間層上に
塗布し、乾燥することにより形成することができる。前記電荷輸送層塗布液には、必要に
応じて、可塑剤、レベリング剤、酸化防止剤、滑剤等の添加剤を添加してもよい。
【００６５】
　前記溶媒としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができ、例えば、
テトラヒドロフラン、ジオキサン、トルエン、ジクロロメタン、モノクロロベンゼン、ジ
クロロエタン、シクロヘキサノン、メチルエチルケトン、アセトン、などが挙げられる。
これらは、１種単独で使用してもよいし、２種以上を併用してもよい。これらの中でも、
環境への負荷低減等の意図から、非ハロゲン系溶媒が好ましく、テトラヒドロフラン、ジ
オキソラン、ジオキサン等の環状エーテル；トルエン、キシレン等の芳香族系炭化水素、
又はそれらの誘導体が特に好ましい。
【００６６】
　前記可塑剤としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができ、例えば
、ジブチルフタレート、ジオクチルフタレート等の一般の樹脂の可塑剤として使用されて
いるものなどが挙げられる。前記可塑剤の含有量は、特に制限はなく、目的に応じて適宜
選択することができるが、前記バインダー樹脂に対して、０質量％～３０質量％が好まし
い。
【００６７】
　前記レベリング剤としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができ、
例えば、ジメチルシリコーンオイル、メチルフェニルシリコーンオイル等のシリコーンオ
イル類、側鎖にパーフルオロアルキル基を有するポリマーあるいは、オリゴマーなどが挙
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げられる。前記レベリング剤の含有量は、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択するこ
とができるが、前記バインダー樹脂に対して、０質量％～１質量％が好ましい。
【００６８】
　前記電荷輸送層塗布液の塗布方法としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択す
ることができ、例えば、浸漬塗布法、スプレーコート法、ビードコート法、ノズルコート
法、スピナーコート法、リングコート法、などが挙げられる。これらの中でも、前記電荷
輸送層はある程度厚みを厚くする必要がある点から、浸漬塗布法が好ましい。
　塗布形成後の電荷輸送層は、オーブン等の加熱手段により加熱乾燥される。乾燥温度は
、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができるが、８０℃～２００℃が好ま
しく、１１０℃～１７０℃がより好ましい。乾燥時間は、特に制限はなく、目的に応じて
適宜選択することができるが、１０分間以上が好ましく、２０分間以上がより好ましい。
　前記電荷輸送層の平均厚みは、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができ
るが、解像度及び応答性の点から、１０μｍ～５０μｍが好ましく、１５μｍ～３５μｍ
がより好ましい。
【００６９】
＜単層構造の感光層＞
　前記単層構造の感光層は、電荷発生材料及び電荷輸送材料をバインダー樹脂中に分散乃
至溶解させ、電荷発生機能、及び電荷輸送機能を一つの層で実現した感光層である。
【００７０】
　前記単層構造の感光層に用いられる電荷輸送材料、バインダー樹脂、溶剤及び各種添加
剤等については、前記電荷発生層及び前記電荷輸送層に含有されるいずれの材料をも使用
することが可能である。
　前記電荷輸送材料としては、前記正孔輸送物質と前記電子輸送物質の双方が含有される
ことが好ましい。必要に応じて可塑剤、レベリング剤、酸化防止剤等を添加することもで
きる。
　前記バインダー樹脂としては、前記電荷輸送層で挙げたバインダー樹脂のほかに、前記
電荷発生層で挙げたバインダー樹脂を混合して用いてもよい。前記バインダー樹脂１００
質量部に対する前記電荷発生材料の含有量は、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択す
ることができるが、５質量部～４０質量部が好ましく、１０質量部～３０質量部がより好
ましい。前記電荷輸送材料の含有量は、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択すること
ができるが、０質量部～１９０質量部が好ましく、５０質量部～１５０質量部がより好ま
しい。
【００７１】
　前記単層構造の感光層は、前記電荷発生材料、前記電荷輸送材料、及び前記バインダー
樹脂を、テトラヒドロフラン、ジオキサン、ジクロロエタン、メチルエチルケトン、シク
ロヘキサン、シクロヘキサノン、トルエン、キシレン等の溶媒に溶解乃至分散した塗布液
を浸漬塗布法、スプレーコート法、ビードコート法、リングコート法等の方法を用いて塗
布することにより形成できる。
　前記単層構造の感光層の平均厚みは、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択すること
ができるが、５μｍ～４０μｍが好ましく、１０μｍ～３０μｍがより好ましい。
【００７２】
＜＜中間層＞＞
　本発明の電子写真感光体は、前記支持体と前記感光層（又は前記電荷発生層）との間に
中間層を設けることができる。
　前記中間層は、樹脂を少なくとも含有し、更に必要に応じてその他の成分を含有してな
る。
　前記樹脂としては、前記中間層上に前記感光層を溶媒で塗布することを考えると、溶媒
に対して耐性の高い樹脂であることが好ましい。前記樹脂としては、特に制限はなく、目
的に応じて適宜選択することができ、例えば、ポリビニルアルコール、カゼイン、ポリア
クリル酸ナトリウム等の水溶性樹脂；共重合ナイロン、メトキシメチル化ナイロン等のア
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ルコール可溶性樹脂；ポリウレタン、メラミン樹脂、フェノール樹脂、アルキッド－メラ
ミン樹脂、エポキシ樹脂等、三次元網目構造を形成する硬化型樹脂、などが挙げられる。
これらは、１種単独で使用してもよいし、２種以上を併用してもよい。
【００７３】
　前記中間層には、モアレ防止、残留電位の低減等のために、例えば、酸化チタン、シリ
カ、アルミナ、酸化ジルコニウム、酸化スズ、酸化インジウム等の金属酸化物の微粉末顔
料を加えてもよい。更に、シランカップリング剤、チタンカップリング剤、クロムカップ
リング剤等を添加してもよい。
　前記中間層は、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができ、溶媒、塗布法
を用いて形成することができる。更に、前記中間層としては、Ａｌ２Ｏ３を陽極酸化にて
設けたものや、ポリパラキシリレン（パリレン）等の有機物やＳｉＯ２、ＳｎＯ２、Ｔｉ
Ｏ２、ＩＴＯ、ＣｅＯ２等の無機物を真空薄膜作製法にて設けたものも良好に使用できる
。
　前記中間層の平均厚みは、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができるが
、５μｍ以下が好ましい。
【００７４】
　前記電子写真感光体においては、耐環境性の改善のため、特に、感度低下、残留電位の
上昇を防止する目的で、電荷発生層、電荷輸送層、中間層、表面層、単層構造の感光層等
の各層に酸化防止剤、可塑剤、滑剤、紫外線吸収剤、レベリング剤などを添加することが
できる。
【００７５】
　ここで、前記電子写真感光体の層構成について、図面を参照して説明する。
　図１は、本発明の電子写真感光体２０１の層構成の一例を示す概略断面図であり、支持
体２０２上に、単層型感光層２０７と表面層２０５とを有している。
　図２は、本発明の電子写真感光体２０１の他の層構成の一例を示す概略断面図であり、
支持体２０２上に、電荷発生層２０３、電荷輸送層２０４、及び表面層２０５を有してい
る。
　図３は、本発明の電子写真感光体２０１の更に他の層構成の一例を示す概略断面図であ
り、支持体２０２上に、中間層２０６、電荷発生層２０３、電荷輸送層２０４、及び表面
層２０５を有している。
【００７６】
（電子写真感光体の製造方法）
　本発明の電子写真感光体の製造方法は、本発明の前記電子写真感光体を製造する方法で
あって、
　表面層形成工程を少なくとも含み、更に必要に応じてその他の工程を含んでなる。
【００７７】
＜表面層形成工程＞
　前記表面層形成工程は、粘土鉱物、有機－無機ハイブリッド材料、及び硬化剤を溶媒中
に分散させてなる表面層塗布液を感光層上に塗布し、表面層を形成する工程である。
【００７８】
　前記表面層塗布液は、前記有機－無機ハイブリッド材料、及び前記粘土鉱物を含有し、
前記硬化剤、必要に応じて硬化促進剤、可塑剤、レベリング剤、重合性を有しない低分子
電荷輸送材料、などを含有することができる。
　前記可塑剤としては、例えば、ジブチルフタレート、ジオクチルフタレート等の一般の
樹脂に使用されているものが使用可能であり、前記可塑剤の含有量は、前記表面層塗布液
の総固形分に対して、２０質量％以下が好ましく、１０質量％以下がより好ましい。
　前記レベリング剤としては、例えば、ジメチルシリコーンオイル、メチルフェニルシリ
コーンオイル等のシリコーンオイル類、側鎖にパーフルオロアルキル基を有するポリマー
あるいはオリゴマーが使用可能である。前記レベリング剤の含有量は、表面層塗布液の総
固形分に対して、３質量％以下が好ましい。
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【００７９】
　前記表面層塗布液は、必要に応じて溶媒により希釈して用いられる。前記溶媒としては
、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができ、例えば、メタノール、エタノ
ール、プロパノール、ブタノール等のアルコール系溶媒；アセトン、メチルエチルケトン
、メチルイソブチルケトン、シクロヘキサノン等のケトン系溶媒；酢酸エチル、酢酸ブチ
ル等のエステル系溶媒；テトラヒドロフラン、ジオキサン、プロピルエーテル等のエーテ
ル系溶媒；ジクロロメタン、ジクロロエタン、トリクロロエタン、クロロベンゼン等のハ
ロゲン系溶媒；ベンゼン、トルエン、キシレン等の芳香族系溶媒；メチルセロソルブ、エ
チルセロソルブ、セロソルブアセテート等のセロソルブ系溶媒、などが挙げられる。これ
らは、１種単独で使用してもよいし、２種以上を併用してもよい。
　前記溶媒による希釈率は、表面層塗布液の溶解性、塗布方法、目的とする厚みなどによ
り、適宜選択される。
【００８０】
　前記表面層塗布液の分散方法としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択するこ
とができ、例えば、振とう装置、超音波分散、ビーズミル、ボールミル、ロールミル、ホ
モミキサー、ウルトラミキサー、ディスパーミキサー、貫通型高圧分散装置、衝突型高圧
分散装置、多孔型高圧分散装置、超高圧ホモジナイザー、超音波ホモジナイザー、などが
挙げられる。
　これらの中でも、粘土鉱物に機械的な力を加えて前記粘土鉱物の剥離乃至へき開をより
促進することが、粘土鉱物の分散を進め、ナノメートルオーダーの単位ユニットまで剥離
乃至へき開した分散状態に近づける点から、超音波ホモジナイザーが特に好ましい。
　また、前記表面層塗布液を分散する際には、前記有機－無機ハイブリッド材料、前記粘
土鉱物、及び前記硬化剤が同時に存在することが好ましい。これにより、前記粘土鉱物の
層間に有機－無機ハイブリッド材料、及び硬化剤が入り込むことで前記粘土鉱物の良好な
分散状態を実現でき、酸化性ガスの影響をより低減することが可能となる。
　前記塗布は、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができ、例えば、浸漬塗
布法、スプレーコート法、ビードコート法、リングコート法、などが挙げられる。
【００８１】
　前記表面層塗布液を塗布した後、外部からエネルギーを与えて重合させ、表面層を形成
する。前記外部エネルギーとしては、例えば、熱、光、放射線、などが挙げられる。これ
らのエネルギーの中でも、反応速度制御の容易さ、装置の簡便さから熱と光のエネルギー
を用いたものが有用である。
【００８２】
　熱のエネルギーとしては、空気、窒素等の気体、蒸気、あるいは各種熱媒体、赤外線、
電磁波を用い塗布表面側あるいは支持体側から加熱することによって行われる。加熱温度
としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができるが、８０℃～１７０
℃が好ましい。前記加熱温度が、８０℃未満であると、反応速度が遅く、完全に反応が終
了しないことがあり、１７０℃を超えると、反応が不均一に進行して表面層中に大きな歪
みが発生することがある。重合反応を均一に進めるために、５０℃未満の比較的低温で加
熱した後、更に１００℃以上に加熱して反応を完結させる方法も有効である。
【００８３】
　光エネルギーとしては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができ、主に
紫外光に発光波長をもつ高圧水銀灯、メタルハライドランプ等のＵＶ照射光源、などが挙
げられる。なお、重合性化合物や光重合開始剤の吸収波長に合わせ可視光光源の選択も可
能である。
　照射光量は、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができるが、５０ｍＷ／
ｃｍ２以上が好ましく、５００ｍＷ／ｃｍ２以上がより好ましく、１，０００ｍＷ／ｃｍ
２以上が更に好ましい。前記照射光量が、１，０００ｍＷ／ｃｍ２を超える強い照射光を
用いることで重合反応の進行速度が大幅に速くなり、より均一な表面層を形成することが
可能となる。
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　なお、放射線のエネルギーとしては、例えば、電子線、などが挙げられる。
【００８４】
＜その他の工程＞
　前記その他の工程としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができ、
例えば、感光層形成工程、中間層形成工程、などが挙げられる。
【００８５】
＜プロセスカートリッジ＞
　本発明で用いられるプロセスカートリッジは、電子写真感光体と、該電子写真感光体上
に形成した静電潜像をトナーを用いて現像し可視像を形成する現像手段と、帯電手段、ク
リーニング手段、転写手段、及び除電手段から選択される少なくとも１つの手段とを有し
てなり
　前記電子写真感光体としては、本発明の前記電子写真感光体が用いられる。
　前記プロセスカートリッジとは、本発明の前記電子写真感光体を内蔵し、他に帯電手段
、露光手段、現像手段、転写手段、クリーニング手段、及び除電手段の少なくとも１つの
手段を具備し、画像形成装置に着脱可能とした装置（部品）である。
【００８６】
　図４は、本発明で用いられるプロセスカートリッジの一例を示す。
　前記プロセスカートリッジは、例えば、図４に示すように、電子写真感光体１０１を内
蔵し、帯電手段１１２、現像手段１１４、転写手段１１８、クリーニング手段１２３を有
している。図４中、１１３は露光手段からの露光、１１７は記録媒体をそれぞれ示す。前
記電子写真感光体１０１としては、本発明の前記電子写真感光体が用いられる。
【００８７】
　次に、図４に示すプロセスカートリッジによる画像形成プロセスについて説明する。電
子写真感光体１０１は、回転しながら、帯電手段１１２による帯電、露光手段（不図示）
による露光１１３により、その表面に露光像に対応する静電潜像が形成される。この静電
潜像は、現像手段１１４でトナー現像され、該トナー現像は転写手段１１８により、記録
媒体１１７に転写され、プリントアウトされる。次いで、転写後の電子写真感光体１０１
表面は、クリーニング手段１２３によりクリーニングされ、更に除電手段（不図示）によ
り除電されて、再び、以上の操作を繰り返すものである。
【００８８】
（画像形成装置及び画像形成方法）
　本発明の画像形成装置は、電子写真感光体と、静電潜像形成手段と、現像手段と、転写
手段と、クリーニング手段とを有してなり、更に必要に応じて適宜選択したその他の手段
を有してなる。
　前記電子写真感光体としては、本発明の前記電子写真感光体を用いる。
　本発明で用いられる画像形成方法は、静電潜像形成工程と、現像工程と、転写工程と、
クリーニング工程とを含み、更に必要に応じて適宜選択したその他の工程を含んでなる。
【００８９】
　本発明で用いられる画像形成方法は、本発明で用いられる画像形成装置により好適に実
施することができ、前記静電潜像形成工程は前記静電潜像形成手段により行うことができ
、前記現像工程は前記現像手段により行うことができ、前記転写工程は前記転写手段によ
り行うことができ、前記クリーニング工程は前記クリーニング手段により行うことができ
、前記その他の工程は前記その他の手段により行うことができる。
【００９０】
＜静電潜像形成工程及び静電潜像形成手段＞
　前記静電潜像形成工程は、電子写真感光体上に静電潜像を形成する工程である。
　前記電子写真感光体（「静電潜像担持体」、「感光体」と称することがある）としては
、本発明の前記電子写真感光体が用いられる。
【００９１】
　前記静電潜像の形成は、例えば前記電子写真感光体の表面を一様に帯電させた後、像様
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に露光することにより行うことができ、前記静電潜像形成手段により行うことができる。
　前記静電潜像形成手段は、例えば、前記電子写真感光体の表面を一様に帯電させる帯電
器と、前記電子写真感光体の表面を像様に露光する露光器とを少なくとも備える。
【００９２】
　前記帯電は、例えば、前記帯電器を用いて前記電子写真感光体の表面に電圧を印加する
ことにより行うことができる。
　前記帯電器としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができるが、例
えば、導電性又は半導電性のローラ、ブラシ、フィルム、ゴムブレード等を備えたそれ自
体公知の接触帯電器、コロトロン、スコロトロン等のコロナ放電を利用した非接触帯電器
、などが挙げられる。
【００９３】
　前記帯電手段の形状としてはローラの他にも、磁気ブラシ、ファーブラシ等のどのよう
な形態をとってもよく、画像形成装置の仕様や形態にあわせて選択可能である。磁気ブラ
シを用いる場合、磁気ブラシは、例えば、Ｚｎ－Ｃｕフェライト等、各種フェライト粒子
を帯電手段として用い、これを支持させるための非磁性の導電スリーブ、これに内包され
るマグネットロールによって構成される。又はブラシを用いる場合、例えば、ファーブラ
シの材質としては、カーボン、硫化銅、金属又は金属酸化物により導電処理されたファー
を用い、これを金属や他の導電処理された芯金に巻き付けたり張り付けたりすることで帯
電器とする。
　前記帯電器は、上記のような接触式の帯電器に限定されるものではないが、帯電器から
発生するオゾンが低減された画像形成装置が得られるので、接触式の帯電器を用いること
が好ましい。
【００９４】
　前記露光は、例えば、前記露光器を用いて前記電子写真感光体の表面を像様に露光する
ことにより行うことができる。
　前記露光器としては、前記帯電器により帯電された前記電子写真感光体の表面に、形成
すべき像様に露光を行うことができる限り特に制限はなく、目的に応じて適宜選択するこ
とができるが、例えば、複写光学系、ロッドレンズアレイ系、レーザー光学系、液晶シャ
ッタ光学系などの各種露光器が挙げられる。
　なお、本発明においては、前記電子写真感光体の裏面側から像様に露光を行う光背面方
式を採用してもよい。
【００９５】
＜現像工程及び現像手段＞
　前記現像工程は、前記静電潜像を、前記トナー乃至現像剤を用いて現像して可視像を形
成する工程である。
　前記可視像の形成は、例えば、前記静電潜像を前記トナー乃至前記現像剤を用いて現像
することにより行うことができ、前記現像手段により行うことができる。
　前記現像手段は、例えば、前記トナー乃至前記現像剤を用いて現像することができる限
り、特に制限はなく、公知のものの中から適宜選択することができ、例えば、前記トナー
乃至現像剤を収容し、前記静電潜像に該トナー乃至該現像剤を接触又は非接触的に付与可
能な現像器を少なくとも有するものが好適に挙げられる。
【００９６】
　前記現像器は、乾式現像方式のものであってもよいし、湿式現像方式のものであっても
よく、また、単色用現像器であってもよいし、多色用現像器であってもよく、例えば、前
記トナー乃至前記現像剤を摩擦攪拌させて帯電させる攪拌器と、回転可能なマグネットロ
ーラとを有してなるもの、などが好適に挙げられる。
【００９７】
　前記現像器内では、例えば、前記トナーと前記キャリアとが混合攪拌され、その際の摩
擦により該トナーが帯電し、回転するマグネットローラの表面に穂立ち状態で保持され、
磁気ブラシが形成される。該マグネットローラは、前記電子写真感光体近傍に配置されて
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いるため、該マグネットローラの表面に形成された前記磁気ブラシを構成する前記トナー
の一部は、電気的な吸引力によって前記電子写真感光体の表面に移動する。その結果、前
記静電潜像が該トナーにより現像されて前記電子写真感光体の表面に該トナーによる可視
像が形成される。
【００９８】
　前記現像器に収容させる現像剤は、前記トナーを含む現像剤であるが、該現像剤として
は一成分現像剤であってもよいし、二成分現像剤であってもよい。
【００９９】
＜転写工程及び転写手段＞
　前記転写工程は、前記可視像を記録媒体に転写する工程であるが、中間転写体を用い、
該中間転写体上に可視像を一次転写した後、該可視像を前記記録媒体上に二次転写する態
様が好ましく、前記トナーとして二色以上、好ましくはフルカラートナーを用い、可視像
を中間転写体上に転写して複合転写像を形成する第一次転写工程と、該複合転写像を記録
媒体上に転写する第二次転写工程とを含む態様がより好ましい。
　前記転写は、例えば、前記可視像を転写帯電器を用いて前記電子写真感光体を帯電する
ことにより行うことができ、前記転写手段により行うことができる。前記転写手段として
は、可視像を中間転写体上に転写して複合転写像を形成する第一次転写手段と、該複合転
写像を記録媒体上に転写する第二次転写手段とを有する態様が好ましい。
　なお、前記中間転写体としては、特に制限はなく、目的に応じて公知の転写体の中から
適宜選択することができ、例えば、転写ベルト等が好適に挙げられる。
【０１００】
　前記転写手段（前記第一次転写手段、前記第二次転写手段）は、前記電子写真感光体上
に形成された前記可視像を前記記録媒体側へ剥離帯電させる転写器を少なくとも有するの
が好ましい。前記転写手段は、１つであってもよいし、２つ以上であってもよい。前記転
写器としては、コロナ放電によるコロナ転写器、転写ベルト、転写ローラ、圧力転写ロー
ラ、粘着転写器、などが挙げられる。
　なお、前記記録媒体としては、代表的には普通紙であるが、現像後の未定着像を転写可
能なものなら、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができ、ＯＨＰ用のＰＥ
Ｔベース等も用いることができる。
【０１０１】
＜クリーニング工程及びクリーニング手段＞
　前記クリーニング工程は、前記電子写真感光体上に残留する前記トナーを除去する工程
であり、クリーニング手段により好適に行うことができる。
　前記クリーニング手段としては、特に制限はなく、前記電子写真感光体上に残留する前
記トナーを除去することができればよく、公知のクリーナの中から適宜選択することがで
き、例えば、磁気ブラシクリーナ、静電ブラシクリーナ、磁気ローラクリーナ、ブレード
クリーナ、ブラシクリーナ、ウエブクリーナ、などが挙げられる。
【０１０２】
＜その他の工程及びその他の手段＞
　前記その他の工程としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができ、
例えば、定着工程、除電工程、リサイクル工程、制御工程、などが挙げられる。
　前記その他の手段としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができ、
例えば、定着手段、除電手段、リサイクル手段、制御手段、などが挙げられる。
【０１０３】
－定着工程及び定着手段－
　前記定着工程は、記録媒体に転写された可視像を定着手段を用いて定着させる工程であ
り、各色のトナーに対し前記記録媒体に転写する毎に行ってもよいし、各色のトナーに対
しこれを積層した状態で一度に同時に行ってもよい。
　前記定着手段としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができるが、
公知の加熱加圧手段が好適である。前記加熱加圧手段としては、加熱ローラと加圧ローラ
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との組み合わせ、加熱ローラと加圧ローラと無端ベルトとの組み合わせ、などが挙げられ
る。
　前記加熱加圧手段における加熱は、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することが
でき、８０℃～２００℃が好ましい。
　なお、本発明においては、目的に応じて、前記定着工程及び定着手段と共にあるいはこ
れらに代えて、例えば、公知の光定着器を用いてもよい。
【０１０４】
－除電工程及び除電手段－
　前記除電工程は、前記電子写真感光体に対し除電バイアスを印加して除電を行う工程で
あり、除電手段により好適に行うことができる。
　前記除電手段としては、特に制限はなく、前記電子写真感光体に対し除電バイアスを印
加することができればよく、公知の除電器の中から適宜選択することができ、例えば、除
電ランプ等が好適に挙げられる。
【０１０５】
－リサイクル工程及びリサイクル手段－
　前記リサイクル工程は、前記クリーニング工程により除去した前記トナーを前記現像手
段にリサイクルさせる工程であり、リサイクル手段により好適に行うことができる。
　前記リサイクル手段としては、特に制限はなく、公知の搬送手段、などが挙げられる。
【０１０６】
－制御工程及び制御手段－
　前記制御工程は、前記各工程を制御する工程であり、制御手段により好適に行うことが
できる。
　前記制御手段としては、前記各手段の動きを制御することができる限り特に制限はなく
、目的に応じて適宜選択することができ、例えば、シークエンサー、コンピュータ等の機
器が挙げられる。
【０１０７】
　次に、図面を用いて本発明の画像形成装置について説明する。図５は、本発明の画像形
成装置の一例を示す概略図である。
　この図５の画像形成装置において、電子写真感光体１はドラム状の形状を示しているが
、シート状、エンドレスベルト状のものであってもよい。
　帯電ローラ１２、転写チャージャ１８、及び分離チャージャ１９としては、特に制限は
なく、目的に応じて適宜選択することができ、例えば、コロトロン、スコロトロン、固体
帯電器（ソリッド・ステート・チャージャ）以外にも、ローラ状の帯電手段、又はブラシ
状の帯電手段、などが挙げられる。
【０１０８】
　帯電手段は、コロナ帯電等の非接触帯電方式、ローラ又はブラシを用いた帯電手段によ
る接触帯電方式が一般的であり、本発明においてはいずれも有効に使用することが可能で
ある。これらの中でも、帯電ローラ１２は、コロトロン、スコロトロン等に比べてオゾン
の発生量を大幅に低減することが可能であり、感光体の繰り返し使用時における安定性や
画質劣化防止に有効である。
　しかし、電子写真感光体１と帯電ローラ１２とが接触していることにより、繰り返し使
用によって帯電ローラが汚染され、それが感光体に影響を及ぼし異常画像の発生や耐摩耗
性の低下等を助長する原因となっている。特に、耐摩耗性の高い感光体を用いる場合、表
面の摩耗によるリフェイスがしにくいことから、帯電ローラの汚染を軽減させる必要があ
る。
【０１０９】
　そこで、図６に示すように、帯電ローラ１２の両端部にギャップ形成部材１２ａを設け
、感光体１に対してギャップを介して近接配置させることによって、汚染物質が帯電ロー
ラ１２に付着しにくく、あるいは除去しやすくなり、それらの影響を軽減することが可能
である。
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　この場合、電子写真感光体１と帯電ローラ１２とのギャップは小さい方が好ましい。前
記ギャップは、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができるが、１００μｍ
以下が好ましく、５０μｍ以下がより好ましい。
　しかし、前記帯電ローラを非接触とすることによって、放電が不均一になり、感光体の
帯電が不安定になる場合がある。このような問題は、直流成分に交流成分を重畳させるこ
とによって帯電の安定性を維持し、これによりオゾンの影響、帯電ローラの汚染の影響及
び帯電性の影響を同時に軽減することが可能となる。
【０１１０】
　図５に示す露光手段１３、除電ランプ１１等の光源には、例えば、蛍光灯、タングステ
ンランプ、ハロゲンランプ、水銀灯、ナトリウム灯、発光ダイオード（ＬＥＤ）、半導体
レーザー（ＬＤ）、エレクトロルミネッセンス（ＥＬ）等の発光物全般を用いることがで
きる。これらの中でも、半導体レーザー（ＬＤ）、発光ダイオード（ＬＥＤ）が好ましい
。
　所望の波長域の光のみを照射するために、例えば、シャープカットフィルター、バンド
パスフィルター、近赤外カットフィルター、ダイクロイックフィルター、干渉フィルター
、色温度変換フィルター等の各種フィルターを用いることもできる。
　光源等は、光照射を併用した転写工程、除電工程、クリーニング工程、又は前露光工程
などの工程を設けることにより、電子写真感光体１に光が照射される。ただし、除電工程
における電子写真感光体１への露光は、電子写真感光体１に与える疲労の影響が大きく、
特に帯電低下や残留電位の上昇を引き起こす場合がある。したがって、露光による除電で
はなく、帯電工程やクリーニング工程において逆バイアスを印加することによっても除電
することが可能な場合もあり、感光体の高耐久化の面から有効な場合がある。
【０１１１】
　電子写真感光体１に正（負）帯電を施し、画像露光を行うと、感光体表面上には正（負
）の静電潜像が形成される。これを負（正）極性のトナー（検電微粒子）で現像すれば、
ポジ画像が得られるし、また正（負）極性のトナーで現像すれば、ネガ画像が得られる。
前記現像手段には、公知の方法が適用される。また、除電手段にも公知の方法が用いられ
る。
　転写手段には、一般に前述の帯電器を使用することができるが、図５に示すように、転
写チャージャ１８と、分離チャージャ１９とを併用したものが効果的である。
　また、このような転写手段を用いて、電子写真感光体１からトナー像を紙に直接転写す
るが、本発明においては感光体上のトナー像を一度中間転写体に転写し、その後中間転写
体から紙に転写する中間転写方式であることが感光体の高耐久化及び高画質化の点からよ
り好ましい。
　感光体表面に付着する汚染物質の中でも帯電によって生成する放電物質やトナー中に含
まれる外添剤等は、湿度の影響を拾いやすく異常画像の原因となっている。このような異
常画像の原因物質には、紙粉もその一つであり、それらが感光体に付着することによって
、異常画像が発生しやすくなるだけでなく、耐摩耗性を低下させたり、偏摩耗を引き起こ
したりする傾向が見られる。したがって、上記の理由により感光体と紙とが直接接触しな
い構成であることが高画質化の点からより好ましい。
【０１１２】
　また、前記中間転写方式は、フルカラー印刷が可能な画像形成装置に特に有効であり、
複数のトナー像を一度中間転写体上に形成した後に紙に一度に転写することによって、色
ズレの防止の制御もしやすく高画質化に対しても有効である。しかし、前記中間転写方式
は、一枚のフルカラー画像を得るのに４回のスキャンが必要となるため、感光体の耐久性
が大きな問題となる。感光体は、ドラムヒーターなしでも画像ボケが発生しにくいことか
ら中間転写方式の画像形成装置に組み合わせて用いることが容易であり、特に有効かつ有
用である。中間転写体には、ドラム状やベルト状など種々の材質あるいは形状のものがあ
るが、本発明においては、いずれも使用することが可能であり、感光体の高耐久化又は高
画質化に対して有効かつ有用である。
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【０１１３】
　図５に示す現像手段１４により、電子写真感光体１上に現像されたトナーは、記録媒体
１７に転写されるが、すべてが転写されるわけではなく、電子写真感光体１上に残存する
トナーも生ずる。
　このような残存トナーは、クリーニングブラシ２２、又はクリーニングブレード２３に
より、電子写真感光体１から除去される。前記クリーニング工程は、クリーニングブラシ
だけで行われたり、クリーニングブレードと併用して行われることもあり、クリーニング
ブラシとしては、ファーブラシ、マグファーブラシを始めとする公知のものが用いられる
。
　前記クリーニング工程は、前述のとおり転写後に電子写真感光体１上に残ったトナー等
を除く工程であるが、前記クリーニングブレード２３、あるいはクリーニングブラシ２２
等によって電子写真感光体１が繰り返し擦られることにより、電子写真感光体１の摩耗が
促進されたり、傷が入ったりすることによって異常画像が発生することがある。
　また、クリーニング不良によって電子写真感光体の表面が汚染されると異常画像の発生
の原因となるだけでなく、電子写真感光体の寿命を大幅に低減させることにつながる。特
に、耐摩耗性の向上のために最表面層として表面層を設けた電子写真感光体の場合には、
感光体表面に付着した汚染物質が除去されにくいことから、フィルミングや異常画像の発
生を助長することになる。したがって、電子写真感光体１のクリーニング性を高めること
は感光体の高耐久化及び高画質化に対し非常に有効である。
【０１１４】
　電子写真感光体１のクリーニング性を高める手段としては、感光体表面の摩擦係数を低
減させる方法が知られている。感光体表面の摩擦係数を低減させる方法としては、各種の
潤滑性物質を感光体表面に含有させる方法と、外部より感光体表面に潤滑性物質を供給さ
せる方法とに分類される。前者はエンジン廻りのレイアウトの自由度が高いため、小径感
光体には有利であるが、繰り返し使用によって摩擦係数は顕著に増加するため、その持続
性に課題が残されている。一方、後者は潤滑性物質を供給する部品を備える必要があるが
、摩擦係数の安定性は高いことから感光体の高耐久化に対しては有効である。その中で、
潤滑性物質を現像剤に含有させることによって現像時に感光体に付着させる方法は、エン
ジン廻りのレイアウトにも制約を受けずに、感光体表面の摩擦係数低減効果の持続性も高
いため、感光体の高耐久化、及び高画質化に対しては非常に有効な手段である。
【０１１５】
　前記潤滑性物質としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができ、例
えば、シリコーンオイル、フッ素オイル等の潤滑性液体；ＰＴＦＥ、ＰＦＡ、ＰＶＤＦ等
の各種フッ素含有樹脂；シリコーン樹脂、ポリオレフィン系樹脂、シリコーングリース、
フッ素グリース、パラフィンワックス、脂肪酸エステル類、ステアリン酸亜鉛等の脂肪酸
金属塩；黒鉛、二硫化モリブデン、などが挙げられる。これらの中でも、粉末状でトナー
に含有するのに適し、悪影響もない点から、ステアリン酸亜鉛が特に好ましい。
　前記ステアリン酸亜鉛粉末の含有量は、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択するこ
とができるが、前記トナーに対して０．０１質量％～０．５質量％が好ましく、０．１質
量％～０．３質量％がより好ましい。
【０１１６】
　本発明の電子写真感光体は、高光感度及び高安定化を実現できることから小径感光体に
適用できる。前記感光体がより有効に用いられる画像形成装置、又はその方式としては、
複数色のトナーに対応した各々の現像部に対して、対応した複数の電子写真感光体を具備
し、それによって並列処理を行う、いわゆるタンデム方式の画像形成装置に極めて有効に
使用される。前記タンデム方式の画像形成装置は、フルカラー印刷に必要とされるイエロ
ー（Ｃ）、マゼンタ（Ｍ）、シアン（Ｃ）、ブラック（Ｋ）の少なくとも４色のトナー及
びそれらを保持する現像部を配置し、更にそれらに対応した少なくとも４つの電子写真感
光体を具備することによって、従来のフルカラー印刷が可能な画像形成装置に比べて極め
て高速なフルカラー印刷を可能としている。
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【０１１７】
　図７は、本発明の電子写真方式の画像形成装置の別の一例を示す概略図である。
　ベルト状の電子写真感光体１２１は、支持体上に感光層と表面層とが設けられている。
駆動ローラ１２２ａ，１２２ｂにより駆動され、帯電器１２３による帯電、光源１２４に
よる像露光、現像（不図示）、帯電器１２５を用いる転写、光源１２６によるクリーニン
グ前露光、ブラシ１２７によるクリーニング、及び除電光源１２８による除電が繰返し行
われる。
【０１１８】
　以上の図示した電子写真プロセスは、本発明における実施形態を例示するものであって
、他の実施形態も可能である。例えば、図７では、電子写真感光体の支持体側よりクリー
ニング前露光を行っているが、電子写真感光体の感光層側から行ってもよいし、また、除
電光源の照射を電子写真感光体の支持体側から行ってもよい。
　一方、図７では、光照射工程は、像露光、クリーニング前露光、除電露光が図示されて
いるが、転写前露光、像露光のプレ露光、及びその他の公知の光照射工程を設けて、電子
写真感光体に光照射を行うこともできる。
【０１１９】
　また、図８は、本発明で用いられるタンデム方式のフルカラー画像形成装置の一例を示
す概略図である。
　この図８において、感光体１Ｃ（シアン）、１Ｍ（マゼンタ）、１Ｙ（イエロー）、１
Ｋ（ブラック）は、ドラム状の感光体であり、これらの感光体１Ｃ，１Ｍ，１Ｙ，１Ｋは
、図８中の矢印方向に回転し、その周りに少なくとも回転順に帯電手段１２Ｃ，１２Ｍ，
１２Ｙ，１２Ｋ、現像手段１４Ｃ，１４Ｍ，１４Ｙ，１４Ｋ、クリーニング手段１５Ｃ，
１５Ｍ，１５Ｙ，１５Ｋが配置されている。
【０１２０】
　帯電手段１２Ｃ，１２Ｍ，１２Ｙ，１２Ｋは、感光体１の表面を均一に帯電するための
帯電手段を構成する。これらの帯電手段１２Ｃ，１２Ｍ，１２Ｙ，１２Ｋと、現像手段１
４Ｃ，１４Ｍ，１４Ｙ，１４Ｋとの間の感光体の裏面側より、図示しない露光手段からの
レーザー光１３Ｃ，１３Ｍ，１３Ｙ，１３Ｋが照射され、感光体１Ｃ，１Ｍ，１Ｙ，１Ｋ
に静電潜像が形成されるようになっている。
【０１２１】
　そして、このような感光体１Ｃ，１Ｍ，１Ｙ，１Ｋを中心とした４つの画像形成要素１
０Ｃ，１０Ｍ，１０Ｙ，１０Ｋが、記録媒体搬送手段である搬送ベルト２５に沿って並置
されている。搬送ベルト２５は、各画像形成ユニット（要素）１０Ｃ，１０Ｍ，１０Ｙ，
１０Ｋの現像手段１４Ｃ，１４Ｍ，１４Ｙ，１４Ｋと、クリーニング手段１５Ｃ，１５Ｍ
，１５Ｙ，１５Ｋとの間で感光体１Ｃ，１Ｍ，１Ｙ，１Ｋに当接しており、搬送ベルト２
５の感光体側の裏側に当たる面（裏面）には転写バイアスを印加するための転写ブラシ２
６Ｃ，２６Ｍ，２６Ｙ，２６Ｋが配置されている。各画像形成要素１０Ｃ，１０Ｍ，１０
Ｙ，１０Ｋは現像手段内部のトナーの色が異なる以外は、全て同様の構成となっている。
【０１２２】
　図８に示すタンデム方式のフルカラー画像形成装置において、画像形成動作は次のよう
にして行われる。
　まず、各画像形成要素１０Ｃ，１０Ｍ，１０Ｙ，１０Ｋにおいて、感光体１Ｃ，１Ｍ，
１Ｙ，１Ｋが、図８中矢印方向（感光体と連れ周り方向）に回転する帯電手段１２Ｃ，１
２Ｍ，１２Ｙ，１２Ｋにより帯電され、次に、感光体の外側に配置された露光手段（不図
示）でレーザー光１３Ｃ，１３Ｍ，１３Ｙ，１３Ｋにより、作成する各色の画像に対応し
た静電潜像が形成される。
【０１２３】
　次に、現像手段１４Ｃ，１４Ｍ，１４Ｙ，１４Ｋにより潜像を現像してトナー像が形成
される。現像手段１４Ｃ，１４Ｍ，１４Ｙ，１４Ｋは、それぞれＣ（シアン）、Ｍ（マゼ
ンタ）、Ｙ（イエロー）、Ｋ（ブラック）のトナーで現像を行う現像手段であり、４つの
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感光体１Ｃ，１Ｍ，１Ｙ，１Ｋ上で作られた各色のトナー像は記録媒体１７上で重ねられ
る。記録媒体１７は給紙コロ２４によりトレイから送り出され、一対のレジストローラ１
６で一旦停止し、前記感光体上への画像形成とタイミングを合わせて転写搬送ベルト２５
に送られる。搬送ベルト２５上に保持された記録媒体１７は搬送されて、各感光体１Ｃ，
１Ｍ，１Ｙ，１Ｋとの当接位置（転写部）で各色トナー像の転写が行われる。
【０１２４】
　感光体上のトナー像は、転写ブラシ２６Ｃ，２６Ｍ，２６Ｙ，２６Ｋに印加された転写
バイアスと感光体１Ｃ，１Ｍ，１Ｙ，１Ｋとの電位差から形成される電界により、記録媒
体１７上に転写される。そして、４つの転写部を通過して４色のトナー像が重ねられた記
録媒体１７は、定着手段２７に搬送され、トナーが定着されて、図示しない排紙部に排紙
される。また、転写手段で転写されずに各感光体１Ｃ，１Ｍ，１Ｙ，１Ｋ上に残った残留
トナーは、クリーニング手段１５Ｃ，１５Ｍ，１５Ｙ，１５Ｋで回収される。
　なお、図８では、画像形成要素は記録媒体搬送方向上流側から下流側に向けて、Ｃ（シ
アン）、Ｍ（マゼンタ）、Ｙ（イエロー）、Ｋ（ブラック）の色の順で並んでいるが、こ
の順番に限るものではなく、色順は任意に設定される。また、黒色のみの原稿を作成する
際には、黒色以外の画像形成要素１０Ｃ，１０Ｍ，１０Ｙが停止するような機構を設ける
ことが有効である。
【０１２５】
　更に、図８において帯電手段は感光体と当接しているが、図６に示したような帯電ロー
ラ１２とすることにより、両者の間に適当なギャップ（１０μｍ～２００μｍ程度）を設
けることができ、両者の摩耗量が低減できると共に、帯電ローラへのトナーフィルミング
が少なくて済む点から好ましい。
　以上に示すような画像形成手段は、複写装置、ファクシミリ、プリンタ内に固定して組
み込まれていてもよいが、プロセスカートリッジの形態で画像形成装置内に組み込まれて
もよい。
【０１２６】
　前記タンデム方式による画像形成装置は、複数のトナー像を一度に転写できるため高速
フルカラー印刷が実現される。しかし、電子写真感光体を少なくとも４つ必要とすること
から、画像形成装置の大型化が避けられず、また使用されるトナー量によっては、各々の
感光体の摩耗量に差が生じ、それによって色の再現性が低下したり、異常画像が発生した
りするなど多くの課題を有していた。
　これに対し、本発明の電子写真感光体は、高光感度及び高安定化が実現できることによ
り小径の感光体でも適用可能であり、かつ残留電位上昇、感度劣化等の影響が低減される
ことから、４つの電子写真感光体の使用量が異なっていても、残留電位、感度の繰り返し
使用経時における差が小さく、長期間繰り返し使用しても色再現性に優れたフルカラー画
像を得ることが可能となる。
【実施例】
【０１２７】
　以下、本発明の実施例を説明するが、本発明は、これらの実施例に何ら限定されるもの
ではない。
【０１２８】
（実施例１）
－電子写真感光体の作製－
　長さ３４０ｍｍ、直径３０ｍｍのアルミニウムシリンダー（ＪＩＳ　１０５０）上に、
下記組成の中間層塗布液を用いて塗布後、１３０℃で２０分間乾燥を行い、平均厚み３．
５μｍの中間層を形成した。
　次に、前記中間層上に、下記組成の電荷発生層塗布液を用いて塗布後、１３０℃で２０
分間乾燥を行い、平均厚み０．２μｍの電荷発生層を形成した。
　次に、前記電荷発生層上に、下記組成の電荷輸送層塗布液を用いて塗布後、１３０℃で
２０分間乾燥を行い、平均厚み２５μｍの電荷輸送層を形成した。
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　次に、前記電荷輸送層上に、超音波ホモジナイザーを用いて分散した下記組成の表面層
塗布液を塗布後、１５０℃で６０分間乾燥を行い、平均厚み１．３μｍの表面層を形成し
た。以上により、実施例１の電子写真感光体を作製した。なお、前記中間層塗布液、前記
電荷発生層塗布液、及び前記電荷輸送層塗布液の塗布は、いずれもブレード塗布法を用い
、前記表面層塗布液の塗布はスプレー塗布法を用いた。
【０１２９】
＜中間層塗布液＞
　・酸化チタン（ＣＲ－ＥＬ、石原産業株式会社製）・・・５０質量部
　・アルキッド樹脂（ベッコライトＭ６４０１－５０、固形分５０質量％、ＤＩＣ株式会
社製）・・・１５質量部
　・メラミン樹脂（Ｌ－１４５－６０、固形分６０質量％、ＤＩＣ株式会社製）・・・８
質量部
　・２－ブタノン・・・１２０質量部
【０１３０】
＜電荷発生層塗布液＞
　・下記構造式で表される非対称ビスアゾ顔料・・・２．５質量部
【化１４】

　・ポリビニルブチラール（「ＸＹＨＬ」、ＵＣＣ社製）・・・０．５質量部
　・メチルエチルケトン・・・１１０質量部
　・シクロヘキサノン・・・２６０質量部
【０１３１】
＜電荷輸送層塗布液＞
　・ポリカーボネート（Ｚポリカ、帝人化成株式会社製）・・・１０質量部
　・下記構造式で示される電荷輸送性化合物・・・７質量部
【化１５】

　・テトラヒドロフラン・・・８０質量部
　・シリコーンオイル（ＫＦ５０－１００ｃｓ、信越化学工業株式会社製）・・・０．０
０２質量部
【０１３２】
＜表面層塗布液の調製＞
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　下記組成を、超音波ホモジナイザー（Ｓｏｎｉｃｓ　＆　Ｍａｔｅｒｉａｌｓ社製、Ｖ
Ｃ－７５０）により、以下の条件で分散して、表面層塗布液を調製した。
－分散条件－
　・分散出力　：　５０％
　・分散時間　:　３分間
　・パルス制御　:　ＯＮ　１秒間／ＯＦＦ　１秒間
〔表面層塗布液の組成〕
　・有機－無機ハイブリッド材料（荒川化学工業株式会社製、コンポセランＥ１０２、エ
ポキシ樹脂－４官能シリカハイブリッド）・・・１００質量部
　・粘土鉱物（株式会社ホージュン製、有機化ベントナイト、エスベンＮＯ１２Ｓ）・・
・３質量部
　・硬化剤（新日本理化株式会社製、リカシッドＭＨ－７００、４－メチルヘキサヒドロ
無水フタル酸／ヘキサヒドロ無水フタル酸＝７０／３０（質量比））・・・２３質量部
　・促進剤（ＪＥＲ社製、ＥＭＩ２４、２－エチル－４（５）－メチルイミダゾール）・
・・４質量部
　・メチルエチルケトン・・・１，４００質量部
【０１３３】
（実施例２）
－電子写真感光体の作製－
　実施例１において、表面層塗布液の組成を以下のように変更した以外は、実施例１と同
様にして、実施例２の電子写真感光体を作製した。
〔表面層塗布液の組成〕
　・有機－無機ハイブリッド材料（荒川化学工業株式会社製、コンポセランＥ１０２Ｂ、
エポキシ樹脂－４官能シリカハイブリッド）・・・１００質量部
　・粘土鉱物（株式会社ホージュン製、有機化ベントナイト、エスベンＮＯ１２Ｓ）・・
・３質量部
　・硬化剤（三井化学ファイン株式会社製、メタフェニレンジアミン）・・・１２質量部
　・メチルエチルケトン・・・１，４００質量部
【０１３４】
（実施例３）
－電子写真感光体の作製－
　実施例１において、表面層塗布液の組成を以下のように変更した以外は、実施例１と同
様にして、実施例３の電子写真感光体を作製した。
〔表面層塗布液の組成〕
　・有機－無機ハイブリッド材料（荒川化学工業株式会社製、コンポセランＥ１０３Ａ、
エポキシ樹脂－３官能シリカハイブリッド）・・・１００質量部
　・粘土鉱物（株式会社ホージュン製、有機化ベントナイト、エスベンＮＯ１２Ｓ）・・
・３質量部
　・硬化剤（新日本理化株式会社製、リカシッドＭＨ－７００、４－メチルヘキサヒドロ
無水フタル酸／ヘキサヒドロ無水フタル酸＝７０／３０（質量比））・・・２３質量部
　・促進剤（ＪＥＲ社製、ＥＭＩ２４、２－エチル－４（５）－メチルイミダゾール）・
・・４質量部
　・メチルエチルケトン・・・１，４００質量部
【０１３５】
（実施例４）
－電子写真感光体の作製－
　実施例１において、表面層塗布液の組成を以下のように変更した以外は、実施例１と同
様にして、実施例４の電子写真感光体を作製した。
〔表面層塗布液の組成〕
　・有機－無機ハイブリッド材料（荒川化学工業株式会社製、コンポセランＥ１０３Ｄ、
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エポキシ樹脂－３官能シリカハイブリッド）・・・１００質量部
　・粘土鉱物（株式会社ホージュン製、有機化ベントナイト、エスベンＮＯ１２Ｓ）・・
・３質量部
　・硬化剤（新日本理化株式会社製、リカシッドＭＨ－７００、４－メチルヘキサヒドロ
無水フタル酸／ヘキサヒドロ無水フタル酸＝７０／３０（質量比））・・・２３質量部
　・促進剤（ＪＥＲ社製、ＥＭＩ２４、２－エチル－４（５）－メチルイミダゾール）・
・・４質量部
　・メチルエチルケトン・・・１，４００質量部
【０１３６】
（実施例５）
－電子写真感光体の作製－
　実施例１において、表面層塗布液の組成を以下のように変更した以外は、実施例１と同
様にして、実施例５の電子写真感光体を作製した。
〔表面層塗布液の組成〕
　・有機－無機ハイブリッド材料（荒川化学工業株式会社製、コンポセランＥ２０１、エ
ポキシ樹脂－３官能シリカハイブリッド）・・・５０質量部
　・粘土鉱物（株式会社ホージュン製、有機化ベントナイト、エスベンＮＯ１２Ｓ）・・
・３質量部
　・硬化剤（新日本理化株式会社製、リカシッドＭＨ－７００、４－メチルヘキサヒドロ
無水フタル酸／ヘキサヒドロ無水フタル酸＝７０／３０（質量比））・・・２３質量部
　・促進剤（ＪＥＲ社製、ＥＭＩ２４、２－エチル－４（５）－メチルイミダゾール）・
・・４質量部
　・メチルエチルケトン・・・１，４００質量部
【０１３７】
（実施例６）
－電子写真感光体の作製－
　実施例１において、表面塗布液の組成を以下のように変更した以外は、実施例１と同様
にして、実施例６の電子写真感光体を作製した。
〔表面層塗布液の組成〕
　・有機－無機ハイブリッド材料（荒川化学工業株式会社製、コンポセランＥ２０２Ｃ、
エポキシ樹脂－４官能シリカハイブリッド）・・・５０質量部
　・粘土鉱物（株式会社ホージュン製、有機化ベントナイト、エスベンＮＯ１２Ｓ）・・
・３質量部
　・硬化剤（新日本理化株式会社製、リカシッドＭＨ－７００、４－メチルヘキサヒドロ
無水フタル酸／ヘキサヒドロ無水フタル酸＝７０／３０（質量比））・・・２３質量部
　・促進剤（ＪＥＲ社製、ＥＭＩ２４、２－エチル－４（５）－メチルイミダゾール）・
・・４質量部
　・メチルエチルケトン・・・１，４００質量部
【０１３８】
（実施例７）
－電子写真感光体の作製－
　実施例１において、表面層塗布液の組成を以下のように変更した以外は、実施例１と同
様にして、実施例７の電子写真感光体を作製した。
〔表面層塗布液の組成〕
　・有機－無機ハイブリッド材料（荒川化学工業株式会社製、コンポセランＥ２０２Ｃ、
エポキシ樹脂－４官能シリカハイブリッド）・・・５０質量部
　・粘土鉱物（コープケミカル株式会社製、親油性スメクタイト、ＳＥＮ）・・・３質量
部
　・硬化剤（新日本理化株式会社製、リカシッドＭＨ－７００、４－メチルヘキサヒドロ
無水フタル酸／ヘキサヒドロ無水フタル酸＝７０／３０（質量比））・・・２３質量部
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　・促進剤（ＪＥＲ社製、ＥＭＩ２４、２－エチル－４（５）－メチルイミダゾール）・
・・４質量部
　・メチルエチルケトン・・・１，４００質量部
【０１３９】
（実施例８）
－電子写真感光体の作製－
　実施例１において、表面層塗布液の分散を、硬化剤及び促進剤を除いた以下の組成で行
い、分散終了後に下記の組成の硬化剤及び促進剤を加えた以外は、実施例１と同様にして
、実施例８の電子写真感光体を作製した。
〔分散時の表面層塗布液の組成〕
　・有機－無機ハイブリッド材料（荒川化学工業株式会社製、コンポセランＥ１０２、エ
ポキシ樹脂－４官能シリカハイブリッド）・・・１００質量部
　・粘土鉱物（株式会社ホージュン製、有機化ベントナイト、エスベンＮＯ１２Ｓ）・・
・３質量部
　・メチルエチルケトン・・・１，４００質量部
〔分散終了後に加えた硬化剤及び促進剤〕
　・硬化剤（新日本理化株式会社製、リカシッドＭＨ－７００、４－メチルヘキサヒドロ
無水フタル酸／ヘキサヒドロ無水フタル酸＝７０／３０（質量比））・・・２３質量部
　・促進剤（ＪＥＲ社製、ＥＭＩ２４、２－エチル－４（５）－メチルイミダゾール）・
・・４質量部
【０１４０】
（実施例９）
－電子写真感光体の作製－
　実施例１において、表面層の平均厚みを０．３μｍとなるように形成した以外は、実施
例１と同様にして、実施例９の電子写真感光体を作製した。
【０１４１】
（実施例１０）
－電子写真感光体の作製－
　実施例１において、表面層の平均厚みを０．５μｍとなるように形成した以外は、実施
例１と同様にして、実施例１０の電子写真感光体を作製した。
【０１４２】
（実施例１１）
－電子写真感光体の作製－
　実施例１において、表面層の平均厚みを２μｍとなるように形成した以外は、実施例１
と同様にして、実施例１１の電子写真感光体を作製した。
【０１４３】
（実施例１２）
－電子写真感光体の作製－
　実施例１において、表面層の平均厚みを３μｍとなるように形成した以外は、実施例１
と同様にして、実施例１２の電子写真感光体を作製した。
【０１４４】
（実施例１３）
－電子写真感光体の作製－
　実施例１において、表面層の平均厚みを５μｍとなるように形成した以外は、実施例１
と同様にして、実施例１３の電子写真感光体を作製した。
【０１４５】
（実施例１４）
－電子写真感光体の作製－
　実施例１の前記＜表面層塗布液の調製＞において、超音波ホモジナイザーを用いず、マ
グネティックスターラー及び攪拌子を用いた攪拌により分散させて、表面層塗布液を調製
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した以外は、実施例１と同様にして、実施例１４の電子写真感光体を作製した。
【０１４６】
（比較例１）
－電子写真感光体の作製－
　実施例１において、表面層を設けず、電荷輸送層の平均厚みを２７μｍとした以外は、
実施例１と同様にして、比較例１の電子写真感光体を作製した。
【０１４７】
（比較例２）
－電子写真感光体の作製－
　実施例１において、前記表面層塗布液の組成から有機－無機ハイブリッド材料を除いた
以外は、実施例１と同様にして、比較例２の電子写真感光体を作製した。
【０１４８】
（比較例３）
－電子写真感光体の作製－
　実施例１において、前記表面層塗布液の組成から粘土鉱物を除いた以外は、実施例１と
同様にして、比較例３の電子写真感光体を作製した。
【０１４９】
＜評価＞
　作製した実施例１～１４及び比較例１～３の電子写真感光体を図４に示すようなプロセ
スカートリッジに装着し、図８に示すようなタンデム型フルカラー画像形成装置（株式会
社リコー製、ｉｍａｇｉｏ　ＭＰＣ３０００）に搭載し、露光光源を６５５ｎｍの半導体
レーザー（ポリゴン・ミラーによる画像書き込み）、帯電手段としてスコロトロン帯電器
、転写手段として転写ベルト、及び除電光源として６５５ｎｍのＬＥＤを用いて、以下の
評価を行った。結果を表１に示した。
【０１５０】
＜＜感光体の未露光部表面電位、及び露光部表面電位の測定＞＞
　試験前のプロセス条件が下記になるように設定し、電子写真感光体の未露光部表面電位
、及び露光部表面電位を測定した。測定方法としては、図８に示すようなタンデム型フル
カラー画像形成装置の現像部位置に、表面電位計（トレック・ジャパン株式会社製、ＭＯ
ＤＥＬ３４４）を搭載し、電子写真感光体が初期状態で－７００Ｖに帯電される印加バイ
アスに固定し、現像部位置における未露光部表面電位、及び露光部表面電位を測定した。
－試験前プロセス条件－
　・電子写真感光体の帯電電位（未露光部電位）：－７００Ｖ
　・現像バイアス：－５００Ｖ
【０１５１】
＜＜残像＞＞
　図９に示す文字部とハーフトーン部が混在するＡ４サイズチャートを文字部が先頭にな
るように出力し、ハーフトーン部に形成される文字部の残像の程度を目視で観察し、下記
基準で評価した。
〔評価基準〕
　　Ａ：極めて良好
　　Ｂ：良好
　　Ｃ：普通
　　Ｄ：やや劣る
　　Ｅ：非常に劣る
【０１５２】
　以上の評価について、下記の条件で示すＮＯｘガス暴露前後で行った。これらの結果を
表１に示す。
－ＮＯｘガス暴露条件－
　・装置：ダイレック社製ＮＯｘ暴露試験装置
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　・一酸化窒素濃度：５０ｐｐｍ
　・二酸化窒素濃度：５０ｐｐｍ
　・温度：３５℃
　・相対湿度：５５％
　・暴露期間：３日間
【０１５３】
【表１】

【０１５４】
＜実機加速疲労評価＞
　作製した実施例１～１４及び比較例１、３の電子写真感光体を図４に示すプロセスカー
トリッジに装着し、図８に示すようなタンデム型フルカラー画像形成装置（株式会社リコ
ー製、ｉｍａｇｉｏ　ＭＰＣ３０００）に搭載し、露光光源を６５５ｎｍの半導体レーザ
ー（ポリゴン・ミラーによる画像書き込み）、帯電手段としてスコロトロン帯電器、転写
手段として転写ベルト、除電光源として６５５ｎｍのＬＥＤを用いて、以下の評価を行っ
た。結果を表２に示した。
　試験前のプロセス条件が下記になるように設定した。通紙条件としては書き込み率６％
のチャート（Ａ４サイズ全面に対して、画像面積として６％相当の文字が平均的に書かれ
ている）を用い、クリーニングブレードの当接圧力及び電子写真感光体の通過電荷量が試
験前プロセス条件の２倍になるように帯電手段への印加バイアス、半導体レーザーの光量
を設定し、連続３万枚印刷を行った。
－試験前プロセス条件－
　・感光体帯電電位（未露光部電位）：－７００Ｖ
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【０１５５】
＜電子写真感光体の未露光部表面電位及び露光部表面電位の測定＞
　前記３万枚印刷前後における前記電子写真感光体の未露光部表面電位及び露光部表面電
位を測定した。測定方法としては、図８に示す画像形成装置の現像部位置に、表面電位計
（トレック・ジャパン株式会社製、ＭＯＤＥＬ３４４）を搭載し、電子写真感光体が初期
状態で－７００Ｖに帯電される印加バイアスに固定し、現像部位置における未露光部表面
電位、及び露光部表面電位を測定した。
【０１５６】
＜感光体の摩耗量＞
　全ての試験前後における電子写真感光体の膜厚の差（摩耗量）を測定した。電子写真感
光体の長手方向の両端５ｃｍを除き、１ｃｍ間隔で電子写真感光体の膜厚を株式会社フィ
ッシャー・インストルメンツ製、ＦＩＳＣＨＥＲＳＣＯＰＥ　ＭＭＳにより測定し、その
平均値を膜厚とした。
【０１５７】
＜地肌部の汚れ＞
　前記３万枚印刷後において、全白画像を１枚出力し、電子写真感光体の地肌部の汚れの
有無を目視観察し、下記４段階の基準で評価した。
〔評価基準〕
　　◎：極めて良好
　　○：良好
　　△：やや劣る
　　×：非常に悪い
【０１５８】
＜カラー色の再現性（カラーバランス）＞
　前記３万枚の印刷後において、ＩＳＯ／ＪＩＳ－ＳＣＩＤ画像Ｎ１（ポートレート）を
出力して、カラー色の再現性について、下記の４段階で評価した。
〔評価基準〕
　　◎：極めて良好
　　○：良好
　　△：やや劣る
　　×：非常に悪い
【０１５９】
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【表２】

　表２の結果から、実施例１～１４においては３万枚印刷後も極めて安定な電気特性を示
しており、地肌汚れ及びカラーバランスといった画像特性も良好であり、表面層の摩耗量
も小さいことがわかった。
　以上の結果から、実施例においては、いずれも良好な結果が得られており、電気特性が
極めて安定し、かつ機械的耐久性が高く、酸化性ガスの影響で残像が発生せず、極めて高
い信頼性を有する電子写真感光体が得られることがわかった。
【０１６０】
　本発明の態様としては、例えば、以下のとおりである。
　＜１＞　支持体と、該支持体上に感光層及び表面層を有してなり、
　前記表面層が、有機－無機ハイブリッド材料、及び粘土鉱物を含有することを特徴とす
る電子写真感光体である。
　＜２＞　有機－無機ハイブリッド材料が、エポキシ樹脂－シリカハイブリッド材料であ
る前記＜１＞に記載の電子写真感光体である。
　＜３＞　有機－無機ハイブリッド材料が、エポキシ樹脂－４官能シリカハイブリッド材
料である前記＜１＞から＜２＞のいずれかに記載の電子写真感光体である。
　＜４＞　粘土鉱物が、有機化剤で有機化処理された有機化ベントナイトである前記＜１
＞から＜３＞のいずれかに記載の電子写真感光体である。
　＜５＞　表面層が硬化剤を含有し、該硬化剤が酸無水物である前記＜１＞から＜４＞の
いずれかに記載の電子写真感光体である。
　＜６＞　表面層の平均厚みが、０．５μｍ～３μｍである前記＜１＞から＜５＞のいず
れかに記載の電子写真感光体である。
　＜７＞　前記＜１＞から＜６＞のいずれかに記載の電子写真感光体の製造方法であって
、
　粘土鉱物、有機－無機ハイブリッド材料、及び硬化剤を溶媒中に分散させてなる表面層
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塗布液を感光層上に塗布し、表面層を形成する表面層形成工程を含むことを特徴とする電
子写真感光体の製造方法である。
　＜８＞　表面層塗布液における分散が、超音波ホモジナイザーを用いて行われる前記＜
７＞に記載の電子写真感光体の製造方法である。
　＜９＞　電子写真感光体と、
　前記電子写真感光体上に静電潜像を形成する静電潜像形成手段と、
　前記静電潜像をトナーを用いて現像して可視像を形成する現像手段と、
　前記可視像を記録媒体に転写する転写手段と、
　転写後に前記電子写真感光体表面に残留したトナーを前記電子写真感光体表面から除去
するクリーニング手段と、を有する画像形成装置であって、
　前記電子写真感光体が、前記＜１＞から＜６＞のいずれかに記載の電子写真感光体であ
ることを特徴とする画像形成装置である。
　＜１０＞　電子写真感光体と、前記電子写真感光体上に形成した静電潜像をトナーを用
いて現像し可視像を形成する現像手段と、帯電手段、クリーニング手段、転写手段及び除
電手段から選択される少なくとも１つの手段とを有するプロセスカートリッジであって、
　前記電子写真感光体が、前記＜１＞から＜６＞のいずれかに記載の電子写真感光体であ
ることを特徴とするプロセスカートリッジである。
【符号の説明】
【０１６１】
　　　１、１Ｃ、１Ｍ、１Ｙ、１Ｋ　　　電子写真感光体
　１０１　　　電子写真感光体
　２０１　　　電子写真感光体
　２０２　　　支持体
　２０３　　　電荷発生層
　２０４　　　電荷輸送層
　２０５　　　表面層
　２０６　　　中間層
　２０７　　　単層構造の感光層
【先行技術文献】
【特許文献】
【０１６２】
【特許文献１】特開昭５６－４８６３７号公報
【特許文献２】特開昭６４－１７２８号公報
【特許文献３】特開平４－２８１４６１号公報
【特許文献４】特開２００４－３０２４５０号公報
【特許文献５】特開２００５－１０７４９０号公報
【特許文献６】特開２００６－７１８５６号公報
【特許文献７】特許第４７８５６４８号公報
【特許文献８】特開２０００－６６４２５号公報
【特許文献９】特開２００６－９９０２８号公報
【特許文献１０】特開２００６－１１０１４号公報
【特許文献１１】特開２００６－２０８９９６号公報
【特許文献１２】特開２００３－７６２３７号公報
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